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研究要旨 

本研究では、ステージゲート法を支援機器開発に援用し、各ステージにおける検証項目の

明確化と、それらを運用するための各ステージに適した支援を行うコーディネーターの人材

育成プログラム及び支援ツールの開発を行うことを目的とした。そのために、１. 自立支援

機器の開発段階ステージゲート基準の作成、２. 自立支援機器開発コーディネーターの人材

育成プログラムの開発を実施した。ステージゲート基準については、前年度までに作成した

評価票案について、審査経験者５名を対象に、AI を活用して作成した模擬申請書の評価を実

施し、評価票を用いた評価が実施可能であることが確認された。また、審査者の専門外項目

の採点方法に関する得点のばらつきへの対応策を提案した。人材育成プログラムについて

は、「ユーザー理解・障害理解」「工学的知識・技術的挑戦」「コーディネート力」「リー

ダーシップ力」「支援機器市場の理解・マーケティング」の５つのスキルを整理し、スキル

マップおよびルーブリック形式のスキルチェックシートを作成した。また、各種調査分析か

ら、前年度までに実施した育成対象者像の明確化、目標数設定に加え、地域分布状況に基づ

く人材配置案や、段階的な教育設計の必要性と不足している知識領域を明確にした。さら

に、e-learning を基盤とした人材育成プログラムとして、経験者による体験談および生成 AI を
活用した対話型学習を構築および評価を行うことで人材育成への活用可能性を示した。以上

より、障害者自立支援機器開発における評価基準および支援機器開発コーディネーター育成

に関する評価・教育枠組みを整備した。 

研究分担者 

芳賀 信彦：国立障害者リハビリテーションセンター 

総長 

松田 雅弘：順天堂大学保健医療学部教授 

西浦 裕子：名古屋大学大学院医療系研究科 

総合保健学専攻助教 

蜂須賀知理：東京大学大学院情報学環講師 

 

研究協力者 

中島 康貴：九州大学大学院工学研究院准教授 

白銀  暁：国立障害者リハビリテーションセンター

研究所福祉機器開発部室長 

出口 弦舞：国際医療福祉大学保健医療学部 

准教授 

冨板  充：名古屋市総合リハビリテーション 

事業団なごや福祉用具プラザ 

山本 尚明：順天堂大学大学院保健医療学研究科 

博士前期課程 

荒川 航樹：順天堂大学大学院保健医療学研究科 

博士前期課程 

掛川  圭：順天堂大学大学院保健医療学研究科 

博士前期課程 

 

 

A． 研究目的 

障害者のための自立支援機器の開発は、ニーズや

障害種別、心身機能特性、生活環境が多様化してお

り個々の市場が小さいため、アイデア創出から製品

化までの工程の効率化が必要である。しかし現状で

は、アイデア創出から実現可能性評価、試作機器の

製作、安全性評価、モニター評価等、開発工程にお

ける次の段階へ進む際の検証項目について評価する

ステージゲート（以下「SG」という。）やその基準

が設定されておらず、製品化及び事業化を阻害する

要因となっている。 

令和３年度から令和４年度にかけての事業におい

て、支援機器開発過程に重要な役割を担うモニター

評価の手法及びモニター評価を実践する人材の育成

プログラムの開発を行い、支援機器の製品化に向け

た効果的なモニター評価手法及び評価チームで効率

的に評価を行うための支援ツールを開発した。一方

で、支援機器の開発工程においては次の課題が残

る。 

少量多品種が特徴的な支援機器の分野では、製品

化まで到達するも、製品の安定した事業継続性に関

する見通しが極めて難しい。また、補装具費給付制
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度や日常生活支援用具による給付等により出口戦略

が複雑化する傾向がある。近接分野の医療機器開発

工程では、各段階に SG を設け、一定の基準を満た

すと次の段階に移行する手法を採用している。支援

機器開発工程においても SG を設け、安全性、市場

性など当該分野特有かつ重要度の高い評価項目やそ

の基準を明確にすることが課題である。 

SG を通過するために技術者を支援する医療従事

者が求められるが、開発工程や評価項目を理解し、

開発者と現場との懸け橋となる人材は限られてい

る。そこで、各ステージで適切な支援を行うことが

でき、異業種連携かつチームアプローチの管理がで

きるコーディネーター人材を育成する必要がある。

コーディネーター人材は、臨床現場での専門性に加

え機器開発の知識や経験が求められるが、全てを習

得するにはワークショップやモニター評価等の実践

経験を要す。評価が可能な人材を増やし、経験や知

識を積むための評価人材データベースや、コーディ

ネーターの活動を支援するツールの開発が求められ

る。 

 そこで本研究では、ステージゲート法（SG法）

を支援機器開発に援用し、各ステージにおける検証

項目の明確化と、それらを運用するための各ステー

ジに適した支援を行うコーディネーターの人材育成

プログラム及び支援ツールの開発を行うことを目的

とする。 

 

B． 研究方法 

本研究を達成するために、次の研究項目を設定す

る。 

１．自立支援機器の開発段階 SG 基準の作成 

（１）開発段階 SG及び基準の設計 

方法：作成した評価方法、評価基準およびルーブリ

ックの妥当性や使用性、ならびに審査ルール・運用

方法について検証を行う。 

（２）開発段階 SG評価項目の整理 

方法：作成した SG 評価項目について、審査または

コーディネーター経験者による確認を実施する。具

体的には共通項目および専門項目の妥当性、ならび

に各評価項目を誰が担当すべきかについて整理を行

う。 

なお、（１）および（２）の評価方法は共通と

し、具体的には審査またはコーディネーター経験者

を対象として、２種類の模擬申請書を用いた評価を

依頼し、その結果を分析する。 

 

２．自立支援機器開発コーディネーターの人材育成

プログラムの開発 

（１）人材育成プログラムの活用・普及促進戦略 

方法：デスク調査による支援機器の開発過程の可視

化とコーディネーター支援領域の特定を行う。ま

た、ターゲットの明確化のためスキルチェックシー

トを用いたペルソナ分析を行う。さらに、日本支援

工学理学療法学会学術集会において支援機器開発コ

ーディネーター人材育成プログラムに関するシンポ

ジウムを実施し、アンケート調査を行うことで、人

材育成プログラムの評価を実施する。人材不足の職

種・地域推計については、職種別データと企業デー

タを用いたマッピングを行う。これらの結果を踏ま

え、普及のためのキャリアアップビジョンの設計を

行う。 

（２）コーディネーターに求められる能力や知識の

明確化 

方法：支援機器開発コーディネーターに必要な５つ

の大項目を基に詳細項目を整理するため有識者への

インタビュー調査を基に詳細なスキルマップの作成

を行う。また、４段階評価が可能なルーブリック表

および改訂版スキルチェックシートの作成を行う。

さらに、改訂スキルチェックシートおよびルーブリ

ックについて、コーディネーター経験者からの意見

を踏まえ、妥当性および実用可能性の検討を行う。 

（３）コーディネーター人材育成プログラムの開発 

方法：前年度までに構築したe-learning教材のコン

テンツとして、支援機器開発コーディネーターの役

割経験者による体験談を基盤とした学習コンテンツ

の作成を行い、試用評価を行う。また、e-learning
システムを運営する指導者によって抽出された情報

源 だ け に 基 づ い て 、 Retrieval-Augmented 
Generation (RAG)を活用したオリジナルの e-
learning用動画教材の生成と、同一の情報源を密接

に連携させた Large Language Model（LLM）によ

る学習サポートを組み合わせたシステムを開発し、

アンケート評価およびユースケース実証を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

 アンケート及びインタビュー調査は事前に、調査

への参加は自由意志であることを説明し、同意を得

て行った。アンケート及びインタビューデータは個

人情報を取り除いた上で ID 化し、セキュリティが

厳重に管理された保存媒体にて管理した。調査は東

京大学倫理審査専門委員会において審査し、東京大

学大学院情報理工学研究科長の承認を受けて実施し

た（承認番号：23-395）。 

 

Ｃ．研究結果 

1.自立支援機器の開発段階 SG基準の作成 

（１）開発段階 SG及び基準の設計 

自立支援機器開発におけるステージゲート基準の

改訂案について、２種類の模擬評価を用いた検証を

実施した。５名の評価経験者による評価を通じて、

評価基準及び評価体制の妥当性と課題を整理した。 
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評価の結果、ルーブリックの具体的なワーディング

と定義の修正、事前ガイドラインの整備とフォーマ

ットの提示の２つの改善策が明確になった。また、

共通項目と専門項目から算出された総合点と、５段

階の総合評価の比較を行った結果、おおよそ矛盾な

く説明できる基準になっていることが示唆された。 

（２）開発段階 SG評価項目の整理 

共通項目の評価から、評価者間でばらつきが認め

られること、この要因として申請書の情報量や記載

構成が不十分な場合、評価者ごとの解釈差が生じや

すく、共通項目の評価ばらつきに繋がる可能性が示

唆された。一方、各専門項目においては、全評価者

による総合点と専門領域に限定して評価した点数と

の間には、差が認められた。多くのケースでは専門

領域のみに限定した場合に点数が低下する傾向がみ

られ、一部では維持または上昇する例も認められ

た。専門外領域を含む全項目を一律に評価する方式

は、採点精度および評価妥当性を低下させる可能性

があると考えられた。そのため、採点については、

各評価者の専門領域に限定することが適切であると

考えられる。一方で、専門外領域について完全に関

与を排除するのではなく、定性的な意見コメントと

して参加を求めることで、多角的視点を維持しつつ

評価全体の質向上につながる可能性が示唆された。 

 

２. 自立支援機器開発コーディネーターの人材育成

プログラムの開発 

（１）人材育成プログラム活用・普及促進戦略 

支援機器の開発過程の支援の整理を行い、開発フ

ェーズの細分化を行った。コーディネーター育成に

は段階的な教育設計が必要であり、各段階において

多分野にわたる知識・技能の習得が求められること

が明らかとなった。特に、工学的知識、知的財産、

ビジネスおよび制度に関する知識の不足が顕著であ

った。これらの課題に対して、e-learning による

体系的な学習機会の提供に加え、リーダーシップや

コーディネート能力など e-learning のみでは習得

が困難なスキルについては、ワークショップやイン

ターンシップ等の実践的プログラムを組み合わせ、

スキルチェックを通じて習熟度を評価する仕組みを

構築した。また、ペルソナ分析の結果からも、段階

的な教育プログラムがスキル習得を促進する上で有

効であることが示唆された。さらに、第 14 回日本

支援工学理学療法学会でのミニ研修及びアンケート

結果（31 件）から、現状と特に身に着けたいスキ

ルなどが明確になった。一方、都道府県別・業種別

の人材配置状況分析の結果から、地域ごとの人数は

一の再計算を行った。加えて有識者の意見も含めた

普及戦略、キャリアアップビジョン（図１）等につ

いての整理を行った。 

 

図１ 本プログラムのキャリアアップビジョン（分

担報告書を基に作成） 

 

（２）コーディネーターに求められる能力や知識の

明確化 

 昨年度作成したスキルチェックシートの改訂と教

材コンテンツの作成を行った。まず、既存研究およ

び専門家へのインタビュー結果を基に、「ユーザー

理解・障害理解」「工学的知識・技術的挑戦」「コ

ーディネート力」「リーダーシップ力」「福祉機器

市場の理解・マーケティング」の５つのスキルを抽

出し、これらを開発フェーズ（企画・開発・販売）

に応じて再整理することで、詳細なスキルマップを

作成した（図２）。このスキルマップに基づき、各

スキルを４段階で自己評価可能とするルーブリック

を備えたチェックシートへと改訂した。評価指標

は、スキルの不足を強調するのではなく、今後の成

長を促す前向きな認識を支援する表現とした。さら

に、支援機器開発コーディネーターの経験を有する

２名へのインタビューを通じて、各スキルの具体的

な実践内容や工夫を抽出し、それらを反映した e-

learning 教材のコンテンツ作成に向けた準備を行

った。 

（３）コーディネーター人材育成プログラムの開発 

これまでの取り組みを通じて抽出してきた人材育成

プログラムに求められる要素を盛り込んだ２つの学

習コンテンツ（（１）経験者による体験談、（２）

生成 AI による対話型学習（図３））を構築した。

（１）の学習コンテンツは２名の経験談に基づき、

コーディネーター人材に求められる 5 つのスキル

（① ユーザー理解／障害理解、② 工学的知識／技

術的挑戦、③ コーディネート力、④ リーダーシッ

プ力／プロジェクト管理力、⑤ 福祉機器市場マー

ケティング）をすべて含む構成とした。さらに、コ

ーディネーター人材育成への活用可能性について68

名を対象としたアンケート調査評価を実施し目標

（60名）を達成した。 

ATサポーター

各学会等の支援
機器の生涯教育
コース受講者

ATアドバイザー

ATコーディネーター

ATプロフェッ
ショナル

ATｻﾎﾟｰﾀｰ
適格講座受講

ATｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
適格講座受講

ATｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
適格講座受講

実践的な現場で
のスキル発揮

・AT開発に関する
基礎的な知識を理
解している

・AT開発に関する
知識を有し、一部
実践できる
・AT開発に関する
知識や経験を他者
へ説明できる

・AT開発に関する
広い知識や経験を
持つ
・AT開発の経験を
持つ
・AT開発に必要な
人材をコーディ
ネートでき、プロ
ジェクトを推進で
きる

・AT開発を日々実
践している
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図３ 生成 AI を活用した学習コンテンツ外観（分

担報告書より） 

 

Ｄ．考察 

1.自立支援機器の開発段階 SG基準の作成 

本研究の結果から、評価基準（ルーブリック）の

表現の曖昧さや、申請書内における評価項目対応箇

所の不明瞭さが、評価者間の解釈の揺らぎや採点ば

らつきにつながる可能性が示唆された。特に、専門

外領域についても一律に定量評価を求めた場合、情

報不足や専門知識不足により中間的な評価へ収束す

る傾向が認められた。また、評価尺度における中間

評価の意味づけについても、評価者の専門領域によ

って解釈が異なる可能性が示された。これらのこと

から、評価の再現性向上には、評価基準の精緻化に

加え、申請書フォーマットや記載ガイドラインの整

備が重要であると考えられる。 

さらに、総合点と専門領域のみに限定した評価点

との間に差が認められたことから、専門外領域に対

する不確実な評価が総合点へ影響を及ぼす可能性が

示唆された。そのため、定量評価については、共通

項目に加えて各評価者の専門領域を中心に実施する

ことが妥当であると考えられる。一方で、専門外領

域についても、自由記述や質問コメント等による定

性的関与を組み合わせることで、多角的視点を維持

しながら評価全体の質向上につながる可能性が示さ

れた。 

 

２. 自立支援機器開発コーディネーターの人材育成

プログラムの開発 

（１）人材育成プログラム活用・普及促進戦略 

支援機器開発は、ニーズ把握から設計・試作、評

価、社会実装に至るまで多段階のプロセスから構成

されており、各段階において医療・福祉、工学、制

度、ビジネスなど多領域にわたる知識と技能が求め

られる。そのため、支援機器開発コーディネーター

には、開発全体を俯瞰しながら、開発企業の技術シ

ーズと現場・利用者のニーズを橋渡しする役割が求

められる。本研究の結果から、コーディネーター不

足は単なる人数不足ではなく、工学、知的財産、制

度・マーケティング等に関する知識不足を含むスキ

 

図２ 開発フェーズに基づくコーディネーターに必要なスキルマップ（分担報告書より） 
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ル構造の偏在に起因する構造的課題であることが示

唆された。また、支援機器開発への参加経験やコー

ディネート経験を有する者が少ないことから、教育

機会だけでなく実践機会の不足も人材育成の阻害要

因となっていると考えられた。 

一方で、コーディネーターに求められる５領域の

スキルについては、その妥当性および必要性が高く

評価されており、「ユーザー理解」「ニーズとシー

ズのマッチング」「多職種連携」などが重要な役割

として整理された。これらの結果から、支援機器開

発コーディネーター育成には、従来の臨床中心の教

育を補完する形で、工学・制度・ビジネスを含めた

体系的教育が必要であると考えられる。本研究で提

案した e-learning、対面演習、インターンシップ

を組み合わせた段階的教育モデルは、時間的・地理

的制約のある医療専門職に対して有効な育成手法と

なる可能性が示された。 

さらに、人材配置については、医療福祉専門職お

よび福祉機器関連企業が大都市圏に集中しているこ

とから、コーディネーター育成・配置も同様の傾向

を示す可能性が示唆された。一方で、地方では教育

機会や実践機会が不足していることから、オンライ

ン教育や地域拠点を活用した段階的導入戦略が必要

であると考えられた。今後は、教育内容の具体化や

実践機会の整備に加え、資格制度や修了者登録制度

など制度的基盤を整備することで、持続的な人材育

成と社会実装の推進につなげていく必要がある。 

（２）コーディネーターに求められる能力や知識の

明確化 

本研究の結果より、支援機器開発コーディネータ

ーに求められるスキルは、「ユーザー理解・障害理

解」「工学的知識・技術的挑戦」「コーディネート

力」「リーダーシップ力」「福祉機器市場の理解・

マーケティング」など多面的要素から構成され、開

発フェーズに応じてその内容が変化することが示さ

れた。また、これらのスキルは個別の専門性として

だけでなく、多職種間を橋渡ししながら発揮される

統合的能力として位置づける必要があると考えられ

た。特に、特定領域に突出した専門性よりも、多様

な専門職やステークホルダーとの関係構築を通じ

て、必要な場面で適切な人材をつなぐコーディネー

ト力が中核的役割を担う可能性が示唆された。 

さらに、本研究で作成した改訂版スキルチェック

シートは、自身の強みや課題を可視化し、学習や実

践への動機づけを促進するツールとして活用可能性

が示された。一方で、自己評価のみでは妥当性に限

界があるため、他者評価や客観的指標との組み合わ

せが必要であると考えられた。今後は、e-learning

教材を含む体系的教育プログラムと統合しながら、

その運用可能性や教育効果を実証的に検証し、支援

機器開発を担うコーディネーター人材育成につなが

る実践的枠組みを構築していく必要がある。 

（３）コーディネーター人材育成プログラムの開発 

本研究の結果より、コーディネーター経験者の体

験談を基盤とした学習コンテンツは、学習効果およ

び学習継続意欲の向上に有効である可能性が示唆さ

れた。特に、実際の経験談を通じて、支援機器開発

コーディネーターに求められる役割やスキルを具体

的に理解できる点が評価された。また、学習者から

は、支援機器に関する基礎知識に加え、インタラク

ティブ性、要約、文字起こし、学習進捗管理などの

機能に対するニーズが確認され、これらは昨年度ま

でに抽出された e-learning システムに求められる

要素とも一致していた。 

さらに、生成 AIを活用した対話型学習コンテン

ツについても、基礎知識の習得や学習継続意欲に対

して肯定的な評価が得られた。特に、学習者に応じ

たフィードバックや動画要約など、生成 AIを活用

した個別化学習への期待が高いことが示された。一

方で、ユースケース実証では、サーバー応答やデバ

イス互換性など技術的課題も確認されたことから、

今後はユーザビリティ改善を継続しながら、ワーク

ショップや実践教育で活用可能な実用的システムへ

発展させていく必要があると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、障害者自立支援機器開発を促進する

ため、ステージゲート評価法の改訂、人材育成モデ

ルの構築、スキル評価手法の整備、ならびに e-

learning を活用した教育プログラムの開発を統合

的に実施した。ステージゲート基準に関する検討で

は、専門外領域まで一律に定量評価を求めることで

採点ノイズや評価者間のばらつきが生じる可能性が

示され、共通項目に加えて各評価者の専門領域を中

心とした定量評価と、自由記述等を活用した定性的

評価を組み合わせる必要性が示唆された。また、評

価基準（ルーブリック）の精緻化や、申請書フォー

マットおよび事前ガイドラインの整備、さらにイン

タビュー等を含む補完的評価プロセスの導入の重要

性が明らかとなった。 

一方、支援機器開発コーディネーター人材につい

ては、その不足が単なる人数不足ではなく、医療・

工学・ビジネスを横断するスキル構造の偏在に起因

する構造的課題であることが明らかとなった。特に、

医療福祉専門職はユーザー理解や安全性評価など臨

床的視点に強みを有する一方で、工学的知識、知的

財産、制度・事業化に関する知識が不足していた。

これらの課題に対して、本研究では、「ユーザー理

解・障害理解」「工学的知識・技術的挑戦」「コー

ディネート力」「リーダーシップ力」「福祉機器市

場の理解・マーケティング」の５つのスキルを整理

し、スキルチェックシートおよびペルソナ分析を活

用した段階的な人材育成モデルを構築した。その結

果、多職種間を橋渡ししながら開発全体を俯瞰でき
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る統合的能力の重要性が示されるとともに、教育・

実践・地域配置を含めた体系的な人材育成の必要性

が示唆された。 

さらに、本研究では、包括的な教育機会の提供が

困難であるという課題に対し、e-learning を活用

した人材育成システムの開発を行った。具体的には、

「支援機器開発コーディネーター経験者による体験

談」と「生成 AI を活用した学習用動画および対話

型学習」の２種類の学習コンテンツを構築した。ア

ンケート調査およびユースケース実証の結果、これ

らの学習コンテンツには、人材育成プログラムとし

て一定の活用可能性が認められた。また、インタラ

クティブ性、要約、文字起こし、学習進捗管理など

の追加機能へのニーズが明らかとなり、生成 AI を

活用した個別化学習や対話型支援の有効性が示唆さ

れた。一方で、サーバー応答やデバイス互換性、情

報セキュリティ等に関する技術的課題も抽出され、

社会実装に向けた継続的改善の必要性が示された。 

以上より、本研究では、支援機器開発を支える評

価システム、人材育成モデル、スキル評価手法、お

よび e-learning 基盤を統合した包括的枠組みを整

備した。今後は、本研究で構築した評価・教育シス

テムの実装と効果検証を進めるとともに、制度的基

盤や地域特性を踏まえた普及戦略を展開することで、

支援機器開発コーディネーター人材の継続的育成と、

障害者の生活の質向上に資する支援機器の社会実装

促進につなげていく必要がある。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 

支援機器の開発段階ステージゲート基準の作成 

 

研究協力者  中島 康貴 九州大学大学院 工学研究院 准教授 

研究協力者 白銀 暁 国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

福祉機器開発部室長 

研究分担者  芳賀 信彦 国立障害者リハビリテーションセンター 総長 

研究代表者 二瓶 美里 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授
 

研究要旨  

本研究は、障害者自立支援機器開発にステージゲート法を適用し、評価基準および評価項目

を明確化することを目的とする。前年度までに作成した評価票案の妥当性を検証するため、

評価またはコーディネーター経験者等５名を対象として、AIを活用して作成した模擬申請書

２件を用いた模擬評価を実施した。検証の結果、作成した評価票を用いた評価が実施可能で

あることを確認した。一方で、全評価者に専門外項目まで採点を求めた場合、情報不足や専

門知識不足に起因する解釈の揺らぎが生じ、中間的な評価へ収束する傾向が認められ、採点

精度の低下につながる可能性が示唆された。また、評価基準（ルーブリック）の表現の曖昧

さや、申請書内における該当記載箇所の特定困難性が、評価者間の得点ばらつきを助長して

いた。これらの結果から、定量的な採点は各評価者の専門領域および共通項目に限定し、専

門外項目については定性的コメントによる関与に留めることが妥当であると結論づけた。さ

らに、評価基準表現の微修正および申請者向け事前ガイドライン整備の必要性が明らかとな

り、それを踏まえた改訂を実施した。以上より、ステージゲート法を活用した障害者自立支

援機器開発における評価基準および評価項目について、一定の妥当性を有する評価枠組みを

整備した。 

A．研究目的 

障害者（「児」を含む。）のための障害者自立

支援機器（以下「支援機器」）の開発では、障害

種別、心身機能特性、生活環境等の多様化に伴

い、求められるニーズもまた多様化している。加

えて、支援機器分野は市場規模が小さい製品が多

く、限られた資源の中で効率的に開発を進める必

要がある。そのため、アイデア創出から製品化・

事業化に至る各開発段階において、適切な評価基

準に基づき次段階への移行可否を判断する仕組み

が求められている。 

しかし現状では、アイデア創出、実現可能性評

価、試作機器の製作、安全性評価、モニター評価

等の各開発工程において、次段階への移行を判断

するためのステージゲート（Stage Gate以下、「S

G」）1)およびその評価基準が十分に整理されてお

らず、製品化および事業化を阻害する一因となっ

ている。 

そこで本研究では、ステージゲート法を支援機

器開発に適用し、各開発段階における検証項目お

よび評価基準を明確化することを目的とする。具

体的には、（１）開発段階ステージゲート（SG）

および評価基準の作成、（２）開発段階ステージ

ゲート（SG）における評価項目の整理を行う。 

SG法は、「新製品をアイデアから市場投入、そ

してさらにその先まで展開するためのモデルであ

り、その活動を効果的、効率的にマネジメントす

ることを目的にした新製品の開発プロセス／シス

テム」1)と定義され、産業界において広く活用さ

れている製品開発手法である。 

一方、支援機器分野ではこの手法は、公的制度

による給付・支給補助の対象となる製品が多く、

一般製品とは異なる市場構造を有している。その

ため、個々の製品の市場規模が小さくなりやす

く、効率的かつ適切な開発評価体制の構築が重要

となる。このような背景から、厚生労働省が所管

する障害者自立支援機器開発推進事業2)3)等におい

ても、開発工程SGを導入する取り組みが進められ

ている。 

しかしながら、支援機器開発の促進に資する効

果的なSGのあり方や、その具体的な標準基準につ

いては、依然として十分に整理されていない。 

令和６年度は、障害者自立支援機器の開発へのSG

法適用を目的として、各ステージにおける評価項目お
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よび細目を抽出し、それらに基づく評価票（案）ならび

に開発段階ステージゲート案を試作した。 

 令和７年度は、試作した評価票の妥当性を検証する

ため、コーディネーター経験者10名および医療従事

者10名を対象としたインタビュー調査を実施した。その

結果、以下の改善点が整理された。 

 

 評価体制の見直し：工学系（機器の観点）と医療

系（利用者の観点）で専門分野を分担し、効率的

かつ適切に評価を行う体制を基本とすることが示

された。また、事業性や計画性の評価には、ビジ

ネス領域の専門家の関与が必要であることが示

唆された。 

 評価方式の改善：従来の減点方式や専門項目の

積み上げ方式のみではなく、提案の将来性や利

用者のニーズを多角的に評価する総合評価方式

や、加点型評価を併用する必要性が示された。 

 評価項目の拡充：申請者の過去実績や資格のみ

ならず、利用者のニーズ把握の質や開発への主

体性を重視する評価項目へと見直した。また、有

効性・安全性の網羅的評価に加え、操作性や多

様な個人差への対応を評価するユーザビリティ項

目を追加した。 

  

以上の結果を踏まえ、本年度は、提案された改訂案

について実運用に近い条件下で比較評価を実施し、

その妥当性を検証するとともに、評価システムのさらな

る改善を図ることを目的とする。 

 

B．研究方法 

B-1．開発段階SG及び基準の作成 

本研究では、作成した評価方法、評価基準、お

よびルーブリックの妥当性や使用性、ならびに審

査ルール・運用方法について検証を行った。 

 

B-2.開発段階SG評価項目の整理 

作成したSG評価項目について、評価またはコー

ディネーター経験者による確認を実施した。具体

的には、共通項目および専門項目の妥当性、なら

びに各評価項目を誰が担当すべきかについて整理

を行った。 

 

なお、B-1およびB-2の評価方法は共通であるた

め、具体的な方法をB-3に示す。 

 

B-3.模擬評価の方法 

作成したSGの評価基準および評価方針について

試用評価を行い、その妥当性を検証した。具体的

には、コーディネーター経験者５名を対象とし

て、２種類の模擬申請書を用いた評価を依頼し

た。評価票には、評価票、評価基準、およびルー

ブリック表を用いた。なお、実際の申請書事例を

使用することが困難であったため、模擬申請書は

評価関係者が生成AIを活用して作成した。その

後、複数の研究者が内容を修正し、実際の申請書

に近い内容となるよう調整を行った。 

昨年度までの研究において、専門分化した採点

体制の妥当性について課題が残されていたため、

本研究では、開発者、医療・福祉職、ビジネス領

域全項目について評価を依頼し、専門性の違いが

採点結果に与える影響を確認した。 

また、採点結果に加え、評価票およびルーブリ

ック表の使用性や改善点についても意見収集を行

った。表１に評価に用いたステージゲート評価票

案を示す。 

表１ ステージゲート評価票案 
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また、評価方法及び評価基準については、次に

示す説明を記した。 

（１）評価の目的 

 障害者の自立支援機器開発におけるステージゲ

ート審査を実施し、申請事業等の採択評価に活用

するとともに、その結果を開発企業にフィードバ

ックすることで、より適切な機器を開発すること

を目的とした。 

（２）評価の対象 

模擬申請事業（ダミー） 

（３）評価方法 

 評価項目は、共通審査項目と専門審査項目（A

ビジネス系、B工学系、C医療系/福祉系）に区分

した。 

 共通審査項目では、実現可能性および準備状

況、開発コンセプト、ユーザビリティ、関連制

度・規制、使用環境等について評価を行った。専

門審査項目では、A（ビジネス系）は計画性およ

び事業性、B（工学系）は支援機器の新規性、有

効性、安全性、技術的妥当性および実現性、C

（医療・福祉系）は利用効果および安全性につい

て評価を行った。 

（４）評価基準について 

 事業評価は、「社会実装・適合性評価」「マネ

ジメント・事業性評価」「研究開発・技術評価」

「実用効果・安全性評価」の4区分から構成し

た。 

各評価区分の定義を以下に示す。 

「社会実装・適合性評価」 

対象となる障害特性や生活背景を踏まえ、開発さ

れた機器が実際の生活場面や社会システムの中で

機能し、活用可能であるかを評価する。補装具給

付や日常生活用具等の精度・法規制への適合可能

性、既存の支援体制との整合性、ならびにユーザ

ーが日常的に使用可能な操作性が確保されている

かを含め、導入から運用までの具体的な実装計画

が示されているかを評価対象とした。 

「マネジメント・事業性評価」 

限定的な市場規模であっても、必要とするユーザ

ーへ継続的に機器を供給・保守できる事業体制が

構築されているかを評価する。自社製造・販売の

みならず、権利譲渡、ライセンス供与、オープン

ソース化等を含め、知的財産を活用した持続的普

及戦略が具体的に検討されているかを重視する。 

「研究開発・技術評価」 

解決すべき生活課題に対し、ロボティクス、 A

I 、センシング 、機構・構造等の技術が適切に選

択・応用されているかを評価する。既存技術では

実現困難であった新たな価値の提示に加え、ユー

ザー中心設計に基づく要求定義および検証が行わ

れているか、さらに工学的根拠に基づく実現性、

安全性、有効性が適切に担保されているかを評価

対象とした。 

「実用効果・安全性評価」 

機器利用によって、身体機能の補完、活動範囲の

拡大、社会参加促進およびQOL向上に資する具体

的効果が期待できるかを評価する。また、長期使

用を想定した医学的・心理的安全性、二次障害リ

スクへの配慮、不適切使用防止等について十分な

検討が行われているかを含め、利用者に対する実

質的便益と安全性の両立を評価した。 

 

これらの定義に基づき、評価項目と評価事項を

整理した。表２に評価項目と評価事項を示す。 

 

表２ 評価項目と評価事項 

評価項目 評価事項 

（１） 

社会実装・

適合性評価 

①対象利用者のニーズや生活課題を

適切に把握しているか 

②開発に関する明確なビジョンおよ

び具体的な計画が示されているか 

③必要に応じて、当事者団体、医

療・介護機関、研究機関等との有効

な連携体制が構築されているか 

④事業実施可能な体制、マネジメン

ト体制、人員配置が適切であるか 

（２） 

マネジメ

ント・事

業性評価 

①開発計画および必要経費が明確か

つ具体的に示されているか 

②既存製品・既存技術との比較が行

われ、優先性や価格帯が適切に検討

されているか 

③製品流通に関与するステークホル

ダの役割、利益、負担等が整理され

ているか 

④販売後の継続的な流通共有・保守

体制について、保険・制度利用、権

利譲渡等を含めた計画が検討されて

いるか 

（３） 

研究開

発・技術

評価 

①開発機器に新規性および独創性が

あり、既存の支援機器や技術との差

異が明確であるか 

②想定される利用者および使用場面

が明確であり、機器利用による有効

性が示されているか 

③機器の安全性（物理的安全性、電

気的安全性、耐久性等）が適切に検

討されているか 

④支援機器に適した技術が採用され

ており、その技術的実現可能性が示

されているか 

（４） 

実用効

果・安全

性評価 

①対象者の適応条件および禁忌事項

が適切に整理され、想定されるリス

クと対策が示されているか 
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②開発、安全性評価、モニター評価

を現場専門職と連携して実施可能な

体制が構築されているか 

③個人情報保護、倫理審査、不適切

使用防止等、倫理・安全管理体制が

適切に示されているか 

④機器利用による効果やQOL・社会参

加への貢献が具体的に示され、適切

な評価方法が設定されているか 

 

（５）評価方法について 

① 評価の方法 

評価は絶対評価方式とし、各評価項目について５

段階評価で採点を行う。評価段階は以下の通りで

ある。 

５：非常に優れている 

４：優れている 

３：問題がない 

２：やや劣っている 

１：劣っている 

 

なお、各評価項目の評価段階の詳細な判定基準に

ついては、ルーブリック表（付録）に示す。 

②配点および採択基準 

 共通項目：５点×８項目＝４０点 

 専門項目（A：ビジネス、B：工学系、C：医

療・福祉系）：５点×４項目×３区分＝ 

６０点 

以上より、総合点は100点満点とした。 

採点基準は、総合点70点以上とし、加えて、全

ての評価項目において２点以上を満たすことを条

件とした。 

なお、模擬申請書として「発話困難者の意思伝

達を助ける熱呼気読唇エイドの開発（コミュニケ

ーションを支援する機器）」および「重度肢体不

自由者の背部温度管理を実現する自動冷却バック

サポートの開発（障害者の介護・介助を行いやす

くする機器の開発）」を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学倫理審査委員会（23－39

5）の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

C-1．開発段階ＳＧ及び基準の作成 

 評価はテーマ１「発話困難者の意思伝達を助

ける熱呼気読唇エイドの開発」、テーマ２「重度

肢体不自由者の背部温度管理を実現する自動冷却

バックサポートの開発」の２種類に対し、メール

での書面審査を実施した。評価者は、障害者の自

立支援機器開発支援事業の評価に関わった経験の

ある５名の専門家（A：ビジネス、B1：医療職、B

2：医療職、B3：医療職、B4：エンジニア）が参

加した。 

（１）ルーブリックの評価 

①評価結果 

・ルーブリック評価基準（３点）の解釈の揺ら

ぎ：３点（問題ない）という評価基準につい

て、評価者からは、優劣判断が困難な場合に中

間的評価へ収束しやすいとの指摘があった。ま

た、特に医療領域の評価者からは、「既に合格

ラインに達している」といった肯定的意味合い

を含む可能性があり、表現が曖昧であるとの意

見が示された。 

・ワーディングの課題：評価項目における用語選

択について、「意欲」「熱意」は異なる概念で

あり統一が必要であること、また「予算が確保

されている」という表現についても、予算計画

が具体性を指すのか、必要経費が整理状況を指

すのか不明瞭であるとの指摘があった。 

・専門外項目の評価に対する困難感：専門外項目

の評価に際して、「判断材料が不足していた」

「各分野特有の評価観点を十分把握できなかっ

た」いった意見がみられた。 

・申請書構成と評価項目との対応関係：「各評価

項目について、申請書のどの記載箇所を主に参

照すべきか明示されていると評価しやすい」と

の意見が挙げられた。 

・専門性による採点傾向の違い：医療職の評価者

は、現場運用やリスク管理の観点から比較的厳

格な評価を行う傾向がみられた。一方、エンジ

ニアの評価者は、技術的可能性や将来性を重視

し、高めの評価を付与する傾向がみられた。 

 

②評価結果の考察 

・曖昧な基準と専門外評価による評価ノイズ: ル

ーブリックの表現の曖昧さに加え、専門項目に

ついて定量評価を求めたことにより、評価者が

中間的評価に集中する傾向が認められた。ま

た、総合点の配分や重み付けの解釈が統一され

ていなかったことから、評価者独自の補完的判

断が介在した可能性が示唆された。 

・書類構成が評価の再現性に与える影響:申請書

内に必要情報が十分整理されていない場合、評

価者が該当情報を探索する負担が増加し、評価

者解釈の揺らぎに繋がる可能性が示唆された。

特に共通項目において、この影響が顕著であっ

た。 

③まとめ 

今後の改善策として、次の２点がさらに必要で

あることが分かった。 

・ルーブリックの具体的なワーディングと定義の

修正: 採点時に解釈に迷う原因となった曖昧な

表現（意欲と熱意の違いなど）を統一し、「３



 

11 

 

点」の基準を見直すなど、評価基準の具体的な

改善案を早急にまとめる必要がある。 

・事前ガイドラインの整備とフォーマットの提

示: 情報の見つけやすさに起因する評価のブレ

を改善するため、申請者に対して事前に評価フ

ォーマットを提示し、どの項目に対する答え

を、事業計画書のどこに書くべきかを明確に指

定するガイドラインの整備が必要である。 

 

（２）評価結果の比較 

算出された総合点（100点満点）と総合評価（5

段階評価）の比較を行った。結果を表３に示す。 

 

表３ 評価結果 

 テーマ①熱呼

気読唇エイド 

テーマ②自動

冷却バックサ

ポート 

算出された総

合点（共通、

専門） 

62.7点 74点 

総合評価 2.6点 3点 

 

 

 

C-2.開発段階SG評価項目の整理 

（１）共通項目の評価 

①評価結果 

 共通項目は、特定の専門性に依存しないニーズ

把握、実施体制、ユーザビリティ等について評価

を行った。図１に得点分布（箱ひげ図）を示す。

テーマ１では14点～30点の範囲で最大16点差、テ

ーマ２では21点～35点の範囲で最大14点差が認め

られ、評価者間で一定のばらつきがみられた。 

 
 

図１ 共通項目の評価結果 

 

②評価結果の考察 

評価項目では、評価者間の採点ばらつきが比較

的大きい傾向が認められた。共通項目は、プロジ

ェクト全体のビジョン、実施体制、計画性等の妥

当性を評価するものであるが、評価者コメントか

ら 

・限られた情報で事業の成否を判断することに

難しさがある 

・情報が断片的であり、解釈に迷う部分があっ

た 

・自身の経験則に基づき補完的に解釈した 

・記載がない事項については根拠不足として厳

しく評価した 

などの意見が得られた。 

これらの結果から、申請書の情報量や記載構成

が不十分な場合、評価者ごとの解釈差が生じやす

く、共通項目の評価ばらつきに繋がる可能性が示

唆された。 

 

（２）専門項目の評価 

①評価結果 

各専門項目の評価結果を図２に示す。ビジネス

系、工学系、医療系それぞれついて、「専門領域

のみで評価した場合」と「全評価者が全項目を評

価した場合」の結果を比較した。 

その結果、全評価者による総合点と、専門領域

のみに限定して評価した点数との間には、最大８

点（約13％）の差が認められた。多くのケースで

は、専門領域のみに限定した場合に点数が低下す

る傾向がみられ、一部では維持または上昇する例

も認められた。 

 
 

図２専門項目の評価結果 

 

②評価結果の考察 

専門のみに限定した際に得点が低下する評価者

が多かったことから、専門外項目において付与さ

れた根拠の不十分な加点が、総合点を上昇させて

いた可能性が示唆された。 
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また、専門外領域に対する定量評価を求めた場

合、評価者が十分な判断根拠を持たないまま中間

的評価を付与する傾向がみられ、結果として専門

家による厳格な評価や将来性評価が総合点に十分

反映されにくくなる可能性が示唆された。 

 

③評価結果のまとめ 

以上より、専門外領域を含む全項目を一律に定

量評価する方式は、採点精度および評価妥当性を

低下させる可能性があると考えられた。そのた

め、定量的採点については各評価者の専門領域に

限定することが適切であると考えられる。一方

で、専門外領域について完全に関与を排除するの

ではなく、定性的な意見がコメントとして参加を

求めることで、多角的視点を維持しつつ評価全体

の質向上につながる可能性が示唆された。 

 

Ｄ．考察 

Ｄ-1．開発段階SGの枠組みと基準に関する考察 

本研究の結果から、ルーブリックの表現の曖昧さに

加え、専門外領域についても一律に定量評価を求め

たことが、評価者間の採点のばらつき（採点ノイズ）の

一因となっている可能性が示唆された。 

特に医療領域の評価者からは、「問題ない」という評

価表現が、既に一定の合格基準を満たしているという

肯定的意味合いとして解釈されやすいとの指摘が見ら

れた。このことから、評価尺度における中間評価の定

義が、評価者によって異なる可能性が示された。 

また、申請書内の情報不足や、評価項目に対応す

る記載箇所が明確でないことにより、評価者が必要情

報を探索する負担が増加し、解釈の揺らぎや共通項

目の評価低下につながった可能性がある。したがっ

て、評価基準の精緻化だけでなく、申請書フォーマット

および記載ガイドラインの整備も、評価の再現性向上

に重要であると考えられる。 

 

Ｄ-2．開発段階SG評価項目の整理に関する考察 

全評価者による総合点と、各評価者が自身の専門

領域のみに限定して算出した点数との間に、最大で8

点（約13%）の差が認められたことから、専門外領域に

対する不確実な評価が、総合点へ影響を与える可能

性が示唆された。 

専門領域について定量評価を求めた場合、判断材

料の不足により中間的評価へ収束する傾向や、根拠

が十分でない加点・減点が生じる可能性がある。その

結果、事業性や臨床現場における実現性など、各専

門家が重視する観点が総合点へ十分反映されにくく

なる可能性がある。 

したがって、定量評価については、共通項目に加

え、各評価者の専門領域に限定して実施することが妥

当であると考えられる。一方で、専門外領域について

完全に関与を排除するのではなく、自由記述や質問コ

メント等による定性的関与を組み合わせることで、多角

的視点を維持しながら評価全体の質向上につながる

可能性が示唆された。 

 

E．結論 

本研究では、支援機器開発におけるステージゲート

審査システムの改訂案について、模擬評価を用いた

比較検証を実施した。５名の評価経験者による評価を

通じて、評価基準および評価体制の妥当性と課題を

整理した。 

その結果、支援機器開発におけるステージゲート審

査を、より適切かつ再現性高く運用するため、以下の４

点が重要であると考えられた。 

（1）定量評価の専門領域への限定と定性評価の活用 

全項目を一律に点数化する方式を見直し、定量評

価については「共通項目＋各評価者の専門領域」

に限定することが望ましいと考えられた。一方、専門

外領域については、自由記述や質問コメント等によ

る定性的関与を組み合わせることで、多角的視野を

維持しつつ採点ノイズを低減できる可能性が示唆さ

れた。 

（2）評価基準（ルーブリック）の精緻化 

  「3点」の意味づけを中立的かつ明確に再定義する

とともに、「意欲」と「熱意」など解釈が分かれる表現を

整理し、評価者間の解釈差を低減する必要がある。 

（3）事前ガイドラインおよびフォーマットの整備 

情報探索負荷に起因する評価のばらつきを低減す

るため、申請者に対して事前に評価フォーマットを提

示し、「どの項目について、どの内容を、どこに記載す

るか」を明確化したガイドライン整備が必要である。 

（4）新たな評価プロセスの導入  

起業家としての適性や、医療モデルと社会モデルを

統合した視点、地域ごとの社会保障制度への理解な

ど、書類のみでは十分評価が困難な要素について

は、インタビューや事前説明会等を組み合わせた補完

的評価プロセスの導入を検討する必要がある。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 

 
支援機器開発コーディネーター人材育成プログラムの開発 

－人材育成プログラムの活用・普及促進戦略－ 
 

研究分担者 松田 雅弘 順天堂大学  保健医療学部・教授 
研究分担者 西浦 裕子 名古屋大学大学院医学系研究科総合保健学専攻・助教 

研究分担者 蜂須賀 知理 東京大学 大学院情報学環 総合分析情報学コース・講師 

研究協力者 白銀 暁  国立障害者リハビリテーションセンター研究所福祉機器開発

部・ 
福祉機器臨床評価研究室長 

研究協力者 掛川 圭   順天堂大学 保健医療学部・研究員 
研究協力者 山本 尚明 順天堂大学大学院 保健医療学研究科・博士前期課程 
研究協力者 荒川 航樹 順天堂大学大学院 保健医療学研究科・博士前期課程 
研究協力者 米山 優    順天堂大学大学院 保健医療学研究科・博士前期課程 

 

研究要旨  

本研究は、昨年度に策定した支援機器開発コーディネーター（以下、「コーディネータ

ー」）の普及戦略および配置目標を基盤として、人材育成プログラムの普及方針を整理する

とともに、人材不足が顕著な職種および地域を明らかにすることを目的とした。支援機器開

発過程を可視化し、コーディネーターに必要な知識・技能を整理したうえで、スキルチェッ

クシートを用いたペルソナ分析により、段階的な人材育成モデルを検討した。さらに、日本

支援工学理学療法学会学術大会にてシンポジウムを開催し、人材育成プログラムに関する説

明およびアンケート調査を実施して、育成プログラムの妥当性を評価した。最後に、理学療

法士（以下、「PT」）・作業療法士（以下、「OT」）数および福祉機器関連企業数を基に、

地域別のコーディネーター必要数を推計した。 
コーディネーターに必要な知識・技能に関する机上調査の結果、コーディネーターには、

医療・福祉分野に加え、工学、制度、ビジネスなど多領域にまたがる知識と、ニーズとシー

ズを橋渡しするコーディネート能力が必要であった。また、ペルソナ分析の結果より、受講

者の経験や習熟度に応じた段階的教育が有効であり、e-learning、対面演習、実践的経験を組

み合わせた育成モデルの必要性が示唆された。 
育成プログラムの妥当性検証のためのアンケート調査結果において、医療福祉専門職は、

当事者理解やコミュニケーション能力に強みを有する一方、工学的知識、知的財産、マーケ

ティング、制度理解に課題を抱えていた。また、支援機器開発への参加やコーディネート経

験を有する者は少なく、実践機会の不足が課題であることが明らかになった。有識者ヒアリ

ングでは、本プログラムに対して概ね高い評価が得られた一方で、実践的演習、インターン

シップ、他者評価を含むスキル評価体制など、より具体的な教育設計の必要性が指摘され

た。 
コーディネーター配置のための地域状況調査の結果、PT と OT といった医療福祉専門職お

よび福祉機器関連企業は大都市圏に集中しており、2030 年および 2040 年に向けたコーディ

ネーター配置においても、東京都、大阪府、愛知県などを中心とした重点的育成が必要であ

ることが示唆された。 
以上より、コーディネーター育成には、段階的なキャリアラダーに基づく教育プログラムと、

地域特性を踏まえた戦略的な人材配置が重要であることが示された。今後は、e-learning を活
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用した柔軟な教育体制と、企業や医療・福祉施設との連携による実践機会を組み合わせること

で、全国的なコーディネーター育成および支援機器の社会実装促進につながることが期待され

る。 

A．研究目的 

近年、障害者の QOL 向上や地域共生社会の実現

に向けて、障害者自立支援機器（以下、支援機器）

の開発および普及の重要性がますます高まっている

1）。支援機器開発においては、単なる身体機能の補

助にとどまらず、使用者個々の障害特性、生活環境、

価値観に応じた適合性の高い機器の創出が求められ

る。そのためには、医療・福祉の専門職である PT、
OT などと技術者・開発者との有機的な連携が不可

欠である。なかでも、現場と開発側をつなぎ、ニー

ズの的確な抽出から安全性・有効性の評価、さらに

は製品化後の運用体制の整備までを統合的に支援す

る「支援機器開発コーディネーター（以下、「コー

ディネーター」）の育成は急務であり、円滑な支援

機器開発を推進する上で重要な役割を担う。しかし

ながら、当該人材の不足が指摘されている 1）。 
本分担研究で 2023 年度に実施した医療福祉専門

職を対象とした調査 2）では、支援機器開発に関与し

た経験を有するコーディネーターは少ない一方で、

人材育成に対する関心は高く、今後の育成に対する

潜在的ニーズが大きいことが明らかとなった。さら

に 2024 年度には、国内外の医療機器および支援機

器に関する人材育成システムを調査し、具体的な普

及戦略の検討を行った結果、e-learning を含む段階

的な人材育成プログラムの必要性が示された。 
以上を踏まえ、本年度は昨年度に策定したコーデ

ィネーターの普及戦略および配置目標を基盤として、

人材育成プログラムの各対象への普及方針を明確化

するとともに、その結果に基づき、特に人材不足が

顕著な職種および地域を明らかにすることを目的と

した。さらに、コーディネーター人材育成の段階的

な教育方法の検討に加えて、医療福祉専門職数や支

援機器の企業数をもとに地域による必要数を算出す

ることで、実効性の高い人材育成プログラムの確立

を目指した。 
 

B．研究方法 

（１）デスク調査による支援機器の開発過程の可視化と

コーディネーター支援領域の特定 
支援機器開発における各フェーズを整理・可視化

するため、インターネットを用いたデスク調査を実

施した。具体的には、アイデア創出から製品化およ

びエンドユーザーへの提供に至るまでの一連のプロ

セスを、医療福祉現場および機器開発企業の双方の

視点から整理した。そのうえで、各フェーズにおい

てコーディネーターに求められる知識・技能を抽出

し、マッピングを行った。さらに、抽出した知識・

技能を基に、コーディネーターが開発プロセスを見

通しながら伴走支援を行うために必要な工程を検討

し、図式化した。図の作成にあたっては、研究チー

ム内で反復的な検討および修正を行った。 

 

（２）医療福祉専門職をターゲットとした段階的な学習シ

ステムの検討：スキルチェックシートを用いたペルソナ

分析 
支援機器開発コーディネーター育成プログラムの

対象者を明確化するため、分担研究報告書（西浦ら）

にて作成されたスキルチェックシートを用いた。本

シートは同報告書で定義されたコーディネーターに

必要なスキル 5 領域から構成されており、本研究の
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ペルソナ分析及びアンケート調査においては、各項

目を 5 段階で自己評価する形式で活用した。 
次に、スキルチェックシートを用いてペルソナ分

析を実施した。ペルソナは、実際の受講候補者像を

想定し、年齢、職種、臨床経験年数、受講動機、既

往の受講歴などの属性情報を基に、複数のモデルケ

ース（A 氏、B 氏）として設定した。現在の支援機

器開発に関わる研修会などを参考に、段階的な知識

習得が必要と仮定して、初級レベルの AT（Assistive 
Technology）サポーター、中級レベルの AT アドバ

イザー、上級レベルの AT コーディネーター（本研

究が定めるコーディネーター）とした。各ペルソナ

に対して、スキルチェックシートの 5 領域ごとの平

均点および支援機器関連の研修会の受講歴を照合し、

認定レベルへの適合性を判定する基準を設定した。 
具体的には、スキル 5 領域のうち少なくとも 1

領域で関連講座の受講歴があり、かつ平均点が 2
点以上の場合を AT サポーターとし、さらに 3 点以

上の領域が 1 つ以上認められる場合には AT アドバ

イザーと判定した。 
 

（３）人材育成プログラムの評価：学術大会におけるシ

ンポジム開催とアンケート調査と有識者ヒアリング 
開発した人材育成プログラムの妥当性および実現

可能性を評価するため、第 14 回日本支援工学理学

療法学会学術大会において 60 分間のシンポジウム

を実施した。シンポジウムは研究代表者を含む研究

者 4 名が担当した。 
シンポジウム参加者を対象に、自記式アンケート

調査を実施した。調査項目は、回答者の基本属性

（所属機関、職種、経験年数、支援機器開発への参

加経験等）に加え、スキルチェックシートに基づく

5 領域 37 項目の自己評価（「備わっている」から

「不足している」の 4 件法）とした。これは同時

並行で研究を進めている西浦らのルーブリック評価

とは異なり、本研究で回答者が理解しやすい形式と

なるよう設定した。さらに、各スキル領域の妥当

性・必要性に関する認識およびコーディネーターに

必要と考えられるスキルや経験年数については自由

記述欄を設け、キーワード抽出による質的分析を行

った。さらに、支援機器開発に従事したことのある

PT2 名と OT2 名に本プログラムと人材不足の職

種・地域の推計に関してヒアリングを実施した。 
 

（４）コーディネーター人材不足の職種・地域の推計：職

種別データと企業データを用いたマップ化 
コーディネーターの地域配置の必要性を明らかに

するため、公益社団法人日本理学療法士協会および

日本作業療法士協会の公開データ 3-5)を用い、都道府

県別の PT および OT の協会加盟者数を収集した。

これらのデータを各都道府県の総人口と比較し、人

口規模を考慮した職種分布の地域差を検討した。 
次に、昨年度報告書にて設定された全国目標数

（2030 年：150 名、2040 年：470 名）を基に、都道

府県別の PT 数および OT 数の合計が全国合計に占

める割合を算出し、目標総数に乗じることで都道府

県別の按分人数を推計した。ただし、極端に少数と

なる地域が生じることを考慮し、2030 年目標では各

都道府県最低 3 名、2040 年目標では最低 5 名とな

るよう下限補正を加えて再計算を行った。 

 
図１都道府県別必要人材数算出の計算式 

 
さらに、公益財団法人テクノエイド協会の公開情

報 6)を基に、都道府県別の福祉機器関連企業数を収

集した。同様に企業数の全国比率を算出し、目標総

数に乗じることで按分人数を推計し、各都道府県最

低 5 名となるよう下限補正を行った。これによ

り、コーディネーター人材として考えられる医療福

祉人材の集積と福祉機器産業の集積の双方を考慮し

た配置計画の立案を試みた。 
 

（５）普及のためのキャリアアップビジョンの設計 
今後の人材育成プログラムの普及および持続的運

用に向け、キャリアアップビジョンおよびその実現

方策について、共同研究者を中心としたミーティン
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グにおいて検討を行った。具体的には、支援機器開

発の実績を有する病院・施設におけるインターンシ

ップ制度の導入や、プログラム修了者の登録制度、

ならびに賛助企業・開発企業との双方向マッチング

機能を有する公式ウェブサービスの構築について議

論した。 
 
C．研究結果 

（１）支援機器の開発過程の可視化とコーディネーター

支援領域の特定 
機器開発におけるコーディネーターには医療・経

済・工学などの領域を跨いだ幅広い知識が必要とな

る。支援機器開発の過程はアイデア創出からエンド

ユーザーに機器が渡るまで、医療福祉現場と機器開

発企業との橋渡しとなるだけでなく、各フェーズに

おいて先を見通した伴走支援が重要となる。

図２  開発フェーズの細分化とコーディネーターの役割 
そのため、医療福祉側の知識だけでなく、開発企業

側の工学的知識に加えて、将来的な販売・ビジネス

展開を含めた知識を持つことで、コーディネーター

として支援が可能となる。図２に細分化した開発フ

ェーズからコーディネーターが両者の役割を明確に

して全体像を俯瞰して、アドバイスを実施する必要

がある。この開発過程の流れを見通しながら、広い

知識をもとにして、適宜専門家と橋渡しができるコ

ーディネート能力が要求される。 

 
（２）各対象者への明確化：西浦らとの共同検討による

スキルチェックシートを用いたペルソナ分析 
A 氏 年齢：25 歳、職種：PT、経験年数：3 年、

動機：支援機器をより適切に活用・提案できるよう

になりたい・支援機器の開発まで経験してみたい、

受講歴のある講座：支援工学理学療法学会主催の支

援機器利活用講座・AT サポーター適格講座を受け

ている。 
A 氏は、スキルチェックシートの 5 領域のうち、

いずれかの項目の関連講座を受講しており、当事者

理解の平均点 2.9 点（医療福祉職のために高得点）、

工学的知識の平均点 1.0 点、リーダーシップ力の平

均点 1.0 点、コーディネート力の平均点 1.6 点、関

連制度とマーケティング力の平均点が 1.2 点と想定

され、平均点数が 2 点以上の領域が 1 つであった。

医療福祉関連する当事者理解の点数は高いが、その

他の項目に関しては低い点数が想定される。そのた

め、AT開発に関する基礎的な知識を理解している可

能性が高いと判断し、ATサポーターとして認定し、

ATアドバイザーへの移行が可能であると判定した。 
B 氏 年齢：32 歳、職種：OT、経験年数：7 年、

動機：自身で開発チームを組んだり、チームビルデ
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ィングのハブとなってプロジェクトを立ち上げてい

きたい、受講歴のある講座：AID-P（Assistive-
technology Innovator Development program）な

どの AT アドバイザー適格講座を受けている。 
B 氏は、スキルチェックシートの 5 領域のうち、

いずれかの項目の関連講座を受講しており、当事者

理解の平均点 4.4 点（医療福祉職のために高得点）、

工学的知識の平均点 3.6 点（医療福祉職でも関連講

座の受講あり）、リーダーシップ力の平均点 2.9 点、

コーディネート力の平均点 2.6 点、関連制度とマー

ケティング力の平均点が 1.8 点と想定され、医療福

祉関連する点数は高いが、コーディネート力やマー

ケティング力に関して低い点数が想定される。平均

点数が 3 点以上の領域が 1 つ以上あった。そのため

AT アドバイザーとして認定し、AT コーディネータ

図３ 回答者の資格取得からの経験年数 

図４ コーディネーターに必要とされるスキル 

ーを目指すことが可能であると判定した。 
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（３）人材育成プログラムの評価：第 14 回日本支援工

学理学療法学会で受講可能性のある領域へのアンケ

ート調査 
第 14 回日本支援工学理学療法学会学術大会で支

援機器に関するシンポジウムを実施した。発表者は

研究代表者を含む本研究の研究者 4 名で実施した。

二瓶ら：「自立支援機器の開発コーディネーターの

研究の現状」、松田ら：「自立支援機器開発に関す

る専門職の役割と可能性」、西浦ら：「自立支援機

器開発コーディネーターのスキル」、蜂須賀ら：「自

立支援機器開発コーディネーターの育成プログラム」

のテーマで 60 分のシンポジウムを実施した。 
シンポジウム後、コーディネーターに求められる

能力と育成課題に関するアンケートを実施した。回

答数は 31 件得られた。回答者の所属機関は、病院が

77.4％と最多で、その他教育機関（養成校）、研究

所、学生であった。職種は PT29 名（93.5％）、工

学系大学教員と学生が各 1 名であり、経験年数は、

5 年以上 10 年未満が最多であった（図３）。 
支援機器開発プロセスにおける参加経験は、「あ

り」9 名（29.0％）、「いいえ」22 名（71.0％）

であった。 

 コーディネーターに必要と考えているスキルに関

する自己評価の結果、「不足している」が多い領域

はマーケティング力と工学的知識であり、詳細の項

目は「機械‧電気‧情報などの⼯学的基礎知識」「企

業や製品の特徴‧技術領域の理解⼒」「知的財産（特

許等）に関する基礎知識」（工学的知識）、「ビジ

ネスサポート制度や開発等助成⾦に関する知識」「収

益構造や価格帯設定に関する理解」「関連法制度‧機

器の購⼊あるいは貸与に関する助成制度の理解」「販

売戦略‧営業アプローチに関する知識」「現状の市場

理解と上市後の⽣成（予測）」（福祉機器市場の理

解とマーケティング力）であった。これは、回答者

の多くが PT で構成されてきたことが影響した可能

性がある。一方、「備わっている」との自己評価が

多い領域は、当事者の理解やリーダーシップ力・プ

ロジェクト管理能力であり、「ユーザーの⽣活環境

‧活動制限に関する理解⼒」「障害特性（⾝体‧認知

‧感覚）に関する基礎知識」「ユーザーとのコミュニ

ケーション能⼒」「機器仕様に影響する障害特性の

抽出⼒‧特定⼒」（当事者の理解）、「⾃⾝がプロジ

ェクトを成し遂げるという強い意識」（リーダーシ

ップ力）、「困ったときに誰を頼るべきか、『こう

いうときはこの職種』というのを知っている」（コ

ーディネート力）といった項目が挙げられた。これ

は、臨床経験が 5 年以上のアンケート回答者が約

75％以上を占めていたため、臨床経験が反映された

可能性がある。しかし、支援機器開発におけるコー

ディネート経験の有無は、「はい」2 名（6.5％）「い

いえ」29 名（93.5％）であった。 

5 つのスキルの妥当性・必要性について、1：妥当

ではない、必要ではない～5：妥当である、必要であ

る、の 5 段階で調査した。妥当性の平均得点は 4.5
点、必要性が 4.6 点であった。また、5 つのスキルを

持つことによるユーザーのニーズを満たすかに関し

ては 4.3 点、多職種連携を円滑にするかは 4.2 点で

あった。コーディネーターに必要なスキルについて、

自由記述の質的分析の結果、支援機器開発コーディ

ネーターに求められるスキルは、「ユーザー理解・

ニーズ把握」「コミュニケーションおよび翻訳機能」

「シーズとニーズのマッチング能力」「医学・工学・

制度等の横断的知識」「多職種連携を含むコーディ

ネート能力」「企業と現場の調整を担う媒介機能」

の 6 つのカテゴリーに整理された（図４）。 
コーディネーターになるために専門職としてどれく

らい経験が必要かに関しては、0～4年が2名（6.5％）、

5 年から 10 年以上は必要と考えている回答者が 29
名（93.5％）であった。うち、「5 年」と回答したも

のは 13 名、「10 年」は 10 名であった。 
有識者へのヒアリング結果では、支援機器開発経

験を有するセラピストへのヒアリングから、コーデ

ィネーター育成プログラムにおいては、開発プロセ

ス全体を俯瞰し、多職種・多領域を横断的につなぐ

能力の重要性が指摘された。特に、医療・福祉分野

の専門性に加え、工学的知識、ビジネス・制度理

解、プロジェクトマネジメント能力が不可欠であ

り、これらを体系的に学習できる段階的な教育設計
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（サポーター→アドバイザー→コーディネーター）

が有効とされた。また、スキル評価に関しては、詳

細なルーブリックを用いた自己評価は有用であるも

のの、他者評価との比較や実践場面に基づく評価が

必要であり、単なる自己チェックにとどまらない運

用が求められた。さらに、育成プログラムは講義中

心ではなく、演習や実践、課題学習を組み合わせる

ことが重要であり、特にリーダーシップやコーディ

ネート力などは実践的な経験を通じて獲得されるべ

きとされた。加えて、コーディネーターの役割や配

置については、企業主導型・ニーズ主導型など多様

な開発起点が存在するため、その機能や立ち位置は

一様ではなく、地域や組織の特性に応じた柔軟な設

計が必要であることが示唆された。 
 

（４）人材不足の職種・地域：セラピストと施設、企業の

マッピング 
都道府県別の総人口との比較を行ったところ、PT・

OT数は概ね人口規模と相関する傾向が認められた。

一方で、人口規模に対する PT・OT 数には地域差が

存在し、必ずしも人口比例的に均等配置されている

わけではないことが示唆された。特に三大都市圏お

よび北海道に PT・OT が集中する一方、東北〜北陸

地域では相対的に少ない傾向がみられた。これらの

結果から、コーディネーターの配置を検討する際に

は、単純な職種数比例だけでなく、人口規模を考慮

した補正や、地域偏在を是正する視点を取り入れる

必要があると考えられた。そこで、昨年度の報告書

で 2030 年度までに必要なコーディネーターの数は

150 名として想定され、最もコーディネーターとし

て参画の可能性のある医療職の PT と OT の協会加

盟数から各都道府県の人数比を算出した。（都道府

県別 PT 数＋OT 数）／（全国 PT 数＋OT 数）で

算出した結果、コーディネーターの必要人数は東京

都および大阪府が 10名、続いて北海道、神奈川県、

愛知県、兵庫県、福岡県が 7名となった（表 1）。 

また、2040 年目標数を 470 名と想定したときに、最

低でも各県を 3 名以上として補正し、（都道府県別 

PT 数＋OT 数）／（全国 PT 数＋OT 数）で算出し

た結果、東京都が 34 名、大阪府が 31 名、次いで北

海道、愛知県が 24 名となった。 
福祉機器関連企業数を公益財団法人テクノエイド

協会のホームページ 7）より、東京都 267 社、大阪府

118 社、愛知県 80 社と大都市圏に集まっている傾向

がみられた。企業数で 2040 年の目標とする 470 名

を次の計算式で配置した。（都道府県別 福祉機器

関連企業数）／全国福祉機器関連企業数だと、東京

都 132 名、大阪府 58 名、愛知県 38 名となった。し

かし、この手法だと配置 0 名の都道府県も算出され

るため、各都道府県で最低 5 名になるように補正を

して再計算を行った。その結果、東京都 78 名、大阪

府 34 名、愛知県 24 名となった。そこで、2040 年ま

でに医療関連職の人口比と所在する福祉機器関連企

業の割合からも、大都市圏中心にコーディネーター

を育成する必要があり、特に 2030 年までの目標で 5
～10 名の達成が必要だと考えられる。その後、10 年

で各県 5 名に加えて、特に企業数の多い大都市圏は

病院数、人口も多く、支援機器を必要としている人

の割合も多いことから、東京都、大阪府、愛知県を

中心に多くのコーディネーターを育成する必要が考

えられる。 
 
（５）普及のためのキャリアアップビジョン 

コーディネーター人材育成のためにはこれまで支

援機器開発に関与してきた病院の協力も必要であ

る。支援機器開発に関わってきた拠点病院やインタ

ーンシップ協力施設の選定・調査を進め、コーディ

ネーター候補者の紹介や拠点病院の情報を公式ウェ

ブページ上にて公開し、賛助企業、企業側も登録制

とすることでニーズとシーズのマッチングを図って

いくことも今後のコーディネーターのキャリアアッ

プにつながる。また、段皆的なキャリアアップのプ

ログラムをつくることで、明確なビジョンを持って

支援機器開発に関われ、最終的にはそれをコーディ

ネートする能力を持った人材育成につなげられる

（図５）。   
本プログラム修了者に対して修了証を出し、名簿登

録をすることで、今後支援機器を開発したい企業と
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マッチングできるようなサービスを展開すること

で、添付図に示す本プログラム修了者のキャリアア

ップにつながることが期待される。これらのコーデ

ィネーター取得後のビジョンを示せることの重要性

について議論した。 
 
Ｄ．考察 

支援機器の開発は、ニーズの把握からアイデア創

出、設計・試作、評価、製品化、さらには社会実装

に至るまでの複数のフェーズから構成される。この

一連の過程においては、各フェーズに求められる専

門性が異なり、医療・福祉、工学、さらには制度や

ビジネスに関する多領域の知識と技能が必要とな

る。したがって、コーディネーターは、これらの開

発プロセス全体を俯瞰的に理解したうえで、各フェ

ーズに応じて開発企業の有する技術シーズと、現場

や対象者が有するニーズを適切に接続し、両者を橋

渡しする役割を担うことが求められる。すなわち、

コーディネーターは単なる調整役にとどまらず、開

発の方向性を最適化しながら伴走的に支援を行うこ

とで、支援機器開発を円滑に推進する中核的な人材

であると位置づけられる。 
 

図５ 段階的な支援機器開発の人材育成 
 

本研究の結果から、コーディネーターの不足は単

なる人数不足ではなく、「スキル構造の偏在」に起

因する構造的課題であることが明らかとなった。ア

ンケート調査においては、医療福祉専門職はユーザ

ー理解や安全性評価、コミュニケーション能力など

臨床に根ざしたスキルに強みを有する一方で、工学

的知識、知的財産、制度理解、マーケティングとい

った領域において「不足している」との回答が多く

認められた。この結果は、養成課程および卒後教育

が臨床実践を中心として構築されている現状を反映
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しており、教育体系そのものがスキルの偏在を生み

出している可能性を示唆している。 
さらに、本研究では支援機器開発への参加経験を

有する者が約 3 割にとどまり、実際のコーディネ

ート経験を有する者はごく少数であった。このこと

は、医療福祉専門職が開発プロジェクトに参画する

機会自体が限られていることを示しており、「教育

機会の不足」に加えて「実践機会の不足」がスキル

獲得の大きな阻害要因となっていると考えられる。

すなわち、知識習得と実践経験が十分に結びついて

いない現状では、開発プロセス全体を俯瞰し、多職

種間を橋渡しできる人材の育成は困難である。 
一方で、スキルチェクの 5 領域のスキルに対す

る妥当性および必要性はともに高く評価されてお

り、コーディネーターに求められるスキルの方向性

自体は現場において一定の共通認識が形成されてい

ると考えられる。また、自由記述の質的分析から

は、「ユーザー理解」「ニーズとシーズのマッチン

グ」「多職種連携」「翻訳機能」といった要素が抽

出されており、コーディネーターが単なる調整者で

はなく、価値創出を担う媒介的専門職であることが

裏付けられた。 
これらの結果を踏まえると、コーディネーターの

育成には、従来の臨床中心の教育体系を補完する形

で、工学・ビジネス・制度に関する知識を体系的に

学習できる教育プログラムの整備が不可欠である。

本研究で提案した e-learning と対面型演習を組み

合わせた段階的プログラムは、時間的・地理的制約

のある医療福祉専門職にとって有効な学習手段とな

り得る。また、スキルチェックシートとペルソナ分

析を活用した段階的評価システムは、受講者の習熟

度に応じた教育設計を可能とし、効率的な人材育成

に寄与するものと考えられる。加えて、本研究では

人材配置の観点から地域偏在の問題も明らかとなっ

た。PT・OT および福祉機器関連企業は大都市圏に

集中しており、コーディネーターの育成・配置にお

いても同様の傾向が示唆された。一方で、地方にお

いては人材および教育機会の不足が顕著であり、オ

ンライン教育や地域拠点を活用した段階的導入戦略

が必要であると考えられる。このように、コーディ

ネーター育成は全国一律のアプローチではなく、地

域特性を踏まえた戦略的展開が求められる。 
さらに、支援機器開発が進まない要因として、臨

床現場と開発側の間に存在する「参画イメージの乖

離」も重要である。医療福祉専門職は開発への関心

を有しているものの、自身の役割や関与の範囲が不

明確であることや、業務負担への懸念から参画を躊

躇する傾向がある。この課題に対しては、ペルソナ

分析によって受講者の動機や背景を可視化し、それ

ぞれに応じた教育内容や関与のモデルを提示するこ

とが有効である。 
また、アンケート結果からは、時間的制約や制度

的支援の不足、学習内容の多様性による心理的負担

が普及の阻害要因として示された。これらの課題に

対応するためには、教育内容のモジュール化や段階

的ラダー制の導入により、受講者が自身の状況に応

じて柔軟に学習できる環境の整備が重要である。特

に、オンライン学習、対面ワークショップ、実践的

インターンシップを組み合わせた三層構造の教育モ

デルは、実効性の高い育成手法として有望である。 
さらに、持続的な人材育成のためには制度的な位

置づけの確立が不可欠である。現状ではコーディネ

ーター育成は個人の自主的努力に依存しており、体

系的な普及には限界がある。今後は、専門職教育や

資格制度の中にコーディネーター育成を組み込むと

ともに、修了者の登録制度や企業とのマッチングシ

ステムを構築することで、キャリアパスの明確化と

社会的価値の向上を図る必要がある。 
有識者に対するヒアリング結果から、支援機器開

発コーディネーターの育成には、単なる知識付与で

はなく、実践的かつ統合的な能力形成が求められる

ことが明らかとなった。特に医療福祉専門職はユー

ザー理解や臨床視点には強みを有する一方で、工学・

ビジネス・制度に関する知識が不足しており、これ

らを補完する教育設計が重要である。また、ルーブ

リック評価はスキルの可視化に有効であるが、自己

評価と他者評価の併用や、教育内容との対応づけが

なければ実効性が低下する可能性がある。さらに、
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コーディネーターの役割は開発の起点や関与の仕方

によって多様であり、固定的な人材像ではなく、複

数の役割を柔軟に担える人材育成が必要である。し

たがって、段階的なキャリアラダーとともに、実践

機会や地域・産業との接点を組み込んだ教育モデル

の構築が、今後の普及と質の担保に寄与すると考え

られる。 
本研究は、コーディネーター育成に関する構造的

課題を整理するとともに、教育・実践・制度を統合

した包括的な育成モデルを提示した点に意義がある。

今後は、本プログラムの実装と効果検証を通じて、

支援機器の社会実装の促進および利用者の生活の質

の向上に寄与するために、人材育成が不可欠である。 
 

E．結論 

本研究は、人材育成プログラムの普及方針を整理

するとともに、人材不足が顕著な職種および地域を

明らかにすることを目的に実施した。支援機器開発

におけるコーディネーター人材の不足は、単なる人

数の問題ではなく、医療・福祉・工学・ビジネスに

またがるスキル構造の偏在に起因する構造的課題で

あることが明らかとなった。特に、医療福祉専門職

はユーザー理解や安全性評価といった臨床的能力に

強みを有する一方で、工学的知識や知的財産、制度

および事業化に関する知識が不足していることが示

された。 
これらの課題に対して、本研究ではスキルチェッ

クシートおよびペルソナ分析を用いた段階的な人材

育成モデルを構築し、e-learning と対面型教育、さ

らに実践的なインターンシップを組み合わせた教育

プログラムを入れて、段階的な人材育成を実践する

必要性を示した。また、今後の人材配置に関する検

討を行い、地域の医療福祉専門職の人口比と企業数

の分析の結果から、人材配置には大都市圏への偏在

が存在し、地域特性を踏まえた段階的な普及戦略の

必要性が示唆された。 
今後は、本研究で提案したコーディネーター人材

育成プログラムの実装と制度的な位置づけの確立を

通じて、支援機器開発を担うコーディネーターの継

続的な育成と配置を推進することが求められる。こ

れにより、支援機器の社会実装の促進と、障害者の

生活の質向上に資する持続可能な支援体制の構築が

期待される。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 

 
支援機器開発コーディネーター人材育成プログラムの開発 
－コーディネーターに求められる能力や知識の明確化－ 

 

研究分担者 西浦 裕子 名古屋大学大学院医学系研究科   
総合保健学専攻・助教  

研究分担者 松田 雅弘 順天堂大学 保健医療学部・教授 
研究協力者 出口 弦舞 国際医療福祉大学 保健医療学部・准教授 
研究協力者 冨板 充  名古屋市総合リハビリテーション事業団 

なごや福祉用具プラザ 

研究要旨  

当事者ニーズの把握、試作機器の製作、モニター評価等の各工程において異業種連携やチ

ームアプローチを促すことができる「支援機器開発コーディネーター」（以下、「コーディ

ネーター」という。）人材が求められている。本研究では、コーディネーター人材を育成す

るためのプログラム開発を見据え、コーディネーターに求められる技能のスキルチェックシ

ートを作成することを目的とした。今年度は、昨年度作成したスキルチェックシートの改訂

と教材コンテンツの作成を行った。まず、既存研究および専門家へのインタビュー結果を基

に、「ユーザー理解・障害理解」「工学的知識・技術的挑戦」「コーディネート力」「リー

ダーシップ力」「福祉機器市場の理解・マーケティング」の 5 つのスキルを抽出し、これら

を開発フェーズ（企画・開発・販売）に応じて再整理することで、詳細なスキルマップを作

成した。このスキルマップに基づき、各スキルを 4 段階で自己評価可能とするルーブリック

を備えたチェックシートへと改訂した。評価指標は、スキルの不足を強調するのではなく、

今後の成長を促す前向きな認識を支援する表現とした。さらに、支援機器開発コーディネー

ターの経験を有する 2 名へのインタビューを通じて、各スキルの具体的な実践内容や工夫を

抽出し、それらを反映した e-learning 教材のコンテンツ作成に向けた準備を行った。チェッ

クシートの活用に向けて、他者評価との整合性や多職種連携を促す統合的能力としての視点

を含め、今後検討が必要である。 

 
A．研究目的 

障害児・者（以下、「障害者」という。）のため

の自立支援機器（以下、「支援機器」という。」）

の開発は、ニーズや障害種別、心身機能特性、生活

環境が多様化している。個々の対象者のニーズに合

った支援機器を開発するためには、医学、エンジニ

アリング、マーケティングなど、様々な知識が求め

られる。そのため、支援機器開発におけるアイデア

創出、実現可能性評価、試作機器の製作、安全性評

価、モニター評価といった工程を円滑に進め、有用

な支援機器を開発するために、医療従事者や技術者

など、多職種連携によるアプローチが重要であると

されている 1)。 

また有用で安全な支援機器を開発するため、安全

性や市場性といった観点で設けられた各ステージに

おける基準を満たす必要がある 1)。そのためには、

当該分野特有かつ重要度の高い評価項目や、その基

準を明確にすることが重要であり、支援機器開発に

必要とされる多様な知識を兼ね備えた人材が求めら

れる。 

このように、支援機器開発を円滑に進めていくた

め、開発工程や評価基準などを理解し、開発者と現

場との懸け橋となるような者が参画することが望ま

しい。しかしそのような人材は限られており、支援

機器開発が円滑に進まない、あるいは普及に至らな

いという課題が指摘されている 2)。そこで、支援機
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器開発の各工程で適切な支援を行うことができ、異

業種連携かつチームアプローチの管理ができる支援

機器開発コーディネーター（以下、「コーディネー

ター」という。）人材を育成する必要がある。コー

ディネーター人材は、臨床現場での専門性に加え機

器開発の知識や経験が求められるが、全てを習得す

るにはワークショップやモニター評価等の実践経験

を要すことが考えられる。しかし、実際にコーディ

ネーター人材に求められるスキルや、技術の獲得に

向けた有効な教育方法は明らかとなっていない。 

本研究では、コーディネーター人材を育成するた

めのプログラム開発を見据え、昨年度に作成したコ

ーディネーターに必要とされる技能のスキルチェッ

クシートを改訂すること、さらにコーディネーター

人材の育成教材に用いるコンテンツを作成すること

を目的とした。 

 

B．研究方法 

B-1．スキルチェックシートの改訂 

① 詳細なスキルマップの作成 
昨年度までの研究結果より得られた支援機器開発

コーディネーターに必要なスキルは、「ユーザー理

解・障害理解」「工学的知識・技術的挑戦」「コー

ディネート力」「リーダーシップ力」「福祉機器市

場の理解・マーケティング」の 5 つの大項目であ

った。これらのスキルを詳細に分類する方法に関す

る助言を得るため、支援機器開発領域の専門家であ

る理学療法士 1 名を対象にインタビューを実施し

た。 
② 改訂版スキルチェックシートの作成 
昨年度に提示した自身の経験に基づくスキルチェ

ックシートを改訂する形で、上記 5 つのスキルに

関し、スキルマップ作成の中で抽出されたより詳細

なスキルを自己評価することができるスキルチェッ

クシートの作成を目指した。研究分担班メンバー内

で議論を重ね、4 段階評価が可能であるルーブリッ

ク表 3) を作成することとした。 
③ スキルチェックシートのインタビュー調査 

改訂版スキルチェックシートおよびルーブリック

表の各項目の妥当性や実用可能性を検討するため、

支援機器開発にコーディネーターのような立場で参

画したことのある 4 名に、インタビュー調査を実

施した。対象者は理学療法士 2 名、作業療法士 2
名であり、いずれも福祉機器開発領域に約 20 年以

上従事していた。 
表１．教材作成に向けたインタビューガイド 
1. ユーザー理解・障害理解 

・ユーザーニーズや課題を深堀するために行った工夫 
・コンセプト企画において、ユーザーや障害への理解のために
実施したことは何か  

・ヒューマン・センタード・デザインのサイクルを円滑に回す
のに必要なことは何か 

・ユーザーニーズと技術的制約をどのように繋いでいったか 
・試作段階でどの程度ユーザーからのフィードバックを得られ
たか 
・ユーザーの状況や障害に対する理解は販売（戦略）にどのよ
うに影響または活用されたか 

2. 工学的知識・技術的挑戦 
・企画段階で、コーディネーターに必要な工学的知識や技能は
何か 
・実際の開発を進める際に、コーディネーターにどのような工
学的視点が必要であるか 

・機能評価において、複数の開発団体との連携は必要であった
か 

・技術開発段階で、どの程度ユーザーや介助者の意見を反映し
たか 
（そのためにどのような場を設けたか） 

・工学的知識や技術的挑戦に関する項目は、販売戦略や価格設
定に影響したかどうか 

3. コーディネート力 
・企画段階からユーザーニーズを実現するため、どのような機
関や職種との連携をしたか 

・どのようにユーザーから開発技術者、行政までを巻き込ん
で、実際の開発ステップまで進めることができたのか 

・機器開発を進めていく上で、必要なコーディネート力とは何
であると考えるか 

・販売ルートの確保や販売フェーズにおいて、必要なコーディ
ネート力とはどのようなものであったか 

4. リーダーシップ力 
・ニーズを抽出するためにユーザーへどうのように働きかけた
か 
・チームメンバーを構成するために必要なことは何か 
・チームのキャプテンとして開発におけるプレーヤーを決める
のに、どのような試みをしたか 

・販売フェーズにおいて、リーダーシップ力やプロジェクト管
理力が必要だと思われた場面はあったか 
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5. 福祉機器市場の理解・マーケティング 
・ニーズ把握において、市場やマーケティング調査はどのよう
に実施したか 

・企画段階において、市場やマーケティングはどのように関係
していたか 

・開発を進めるにあたって、市場やマーケティングはどのよう
に関係していたか 

・販売戦略には、どの段階でどのようにして組み立てていった
か 

 
B-2．教材に用いるコンテンツの作成 

 支援機器開発コーディネーターのような経験のあ

る作業療法士 1 名（A 氏，男性，57 歳）と、工学

系バックグラウンドを持つ起業家（B 氏，女性，

41 歳）を対象に、インタビューを実施した。コー

ディネーターに必要とされる 5 つのスキルについ

て、支援機器開発の各フェーズにおける具体的な内

容が得られるよう、インタビューガイドを作成した

（表 1）。例えば、ユーザー理解の中で真のニーズ

を抽出するために行われた工夫や、開発フェーズに

おいてはニーズをどのように技術と結び付けたかな

ど、対象者の具体的な経験や考えを問うた。インタ

ビューは対面にて 2 時間程度実施し、対象者の承

諾を得て録音・録画を行った。 
 
（倫理面への配慮） 

 本研究は、東京大学大学院新領域創成学研究科の

倫理審査委員会の承認（番号：23-395）後に実施

した。対象者には、研究目的や方法、インタビュー

調査に関する具体的な内容、個人情報の取り扱いや

情報公開等に関する説明文をメールにて送付し、同

意書のメールでの返送によって同意を得た。 
Ｃ．研究結果 

C-1．スキルチェックシートの改訂 

① 詳細なスキルマップの作成 
  インタビューの結果、抽出された 5 つのスキル

に関し、2024 年に報告された「介護テクノロジー

開発ガイドブック」4) に記載されている「介護テク

ノロジー開発共通フレーム」を参照し、支援機器開

発を企画、開発、販売、3 つのフェーズに分けて検

討するよう助言を得た。スキルごとに開発フェーズ

によって求められる事項は変化するため、開発フェ

ーズ別に詳細なスキルを抽出およびマッピングし

た。本プロジェクトに参画している理学療法士 2
名と作業療法士 1 名が中心となり、これまで蓄積

した知見を参照しながらスキルマップを作成した

（図 1）。 
② 改訂版スキルチェックシートの作成 
昨年度に提示した自身の経験に基づくスキルチェ

ックシートを改訂し、スキルマップ作成の過程で抽
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図１．開発フェーズに基づくコーディネーターに必要なスキルマップ 
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図２．スキルチェックリスト 

ニーズ抽出のための観察・傾聴・分析スキル
ユーザーの潜在ニーズを抽出する力
ユーザーの生活環境・活動制限に関する理解力
障害特性（身体・認知・感覚）に関する基礎知識
ユーザーとのコミュニケーション能力
機器仕様に影響する障害特性の抽出力・特定力
機器使用による対象者の生活変化の想像力
個別ニーズに応じたカスタマイズ支援力
機械・電気・情報などの工学的基礎知識
技術トレンドの把握と応用可能性の判断力
企業や製品の特徴・技術領域の理解力
技術シーズに関する情報取得力
知的財産（特許等）に関する基礎知識
適した技術を選定・応用するための基礎知識
試作・評価・改良に関する調整力
安全性試験に関する知識
利用場面での安全性に関する理解力
企画案の構造化と合意形成を促すファシリテーション能力
チーム編成・役割分担に関するマネジメント力
チームを組織するオーガナイザーとしてのスキル
販売に至るまでプロジェクトを導くスキル
自身がプロジェクトを成し遂げるという強い意識
主体性をもってプロジェクトを遂行する能力
プロジェクト全体を俯瞰する力・観察力
必要な人材を挙げられるスキル
チームの構成力
多職種間の共通言語で表現する力
ものごとを共有するための時間をとる力
シーズとニーズをマッチングする力
困ったときに誰を頼るべきか、『こういうときはこの職種』というのを知っている
キーパーソンへのアプローチ，人脈
ユーザーの特性に基づくターゲティング力および使用環境の把握
ビジネスサポート制度や開発等助成金に関する知識
収益構造や価格帯設定に関する理解
関連法制度・機器の購入あるいは貸与に関する助成制度の理解
販売戦略・営業アプローチに関する知識
現状の市場理解と上市後の生成（予測）

　　　　 　　　　 　　　　

支援機器コーディネーターに必要なスキル
１．当事者の理解
　　（ニーズ分析，
　　　　ユーザー中心設計）

5．福祉機器市場の理解と
　　マーケティング力

４．コーディネート力
　　（多職種連携，
　　　　コミュニケーション）

2．工学的知識
　　 技術的挑戦

３．リーダーシップ力
　　　プロジェクト管理能力
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図３．スキルチェックリストの評価指標となるルーブリック表の例（当事者理解に関するスキル）

出された詳細なスキルに基づいて、上記 5 つのス

キルを自己評価可能なチェックシートを作成した

（図 2）。さらに自己評価の方法について研究分

担班メンバー内で議論を重ね、スキルごとに 4 段

階評価が可能であるルーブリック表を作成した

（図 3）。例えば、「ユーザー理解」の中で企画

段階から求められる「ニーズ抽出のための観察・

傾聴・分析スキル」に関して、「観察および聞き

取りにより、開発に必要なニーズを漏れなく抽出

できる」状態を最良評価（4 点）と定義した。一

方、「観察と聞き取りによるニーズ抽出に課題を

感じるため、支援や学習で精度を高めたい」と本

人が認識している状態を、今後の成長が期待され

る段階（1 点）と定義した。スキルの不足に焦点

を当てるのではなく、今後のスキル獲得に向けた

前向きな認識を促すことを意図し、ルーブリック

表の記述内容を工夫した。 
③ スキルチェックシートのインタビュー調査 
インタビュー調査の結果、スキルチェックシー

トおよびルーブリック表の構成や項目分類につい

ては精緻に設計されており、内容の妥当性は概ね

高いとの肯定的な評価が得られた。また、課題抽

出や自己の気づきを促すツールとして、教育前後

での変化を把握することや、自己評価に加えて指

導者等による他者評価を併用し、その差異を明確

化する活用方法が提案された。 
一方で、工学やマーケティングなど分野横断的

な知識を含む項目については、個々の専門領域に

よる差が大きく、網羅的な自己評価の困難さが指

摘された。また、自己評価は過大・過小評価とい

当事者理解 4 3 2 1

ニーズ抽出のための
観察・傾聴・分析スキル

観察と聞き取りに
より、開発に必要
なニーズを漏れな
く抽出できる。

観察と聞き取りに
より、主要なニー
ズを安定して抽出
できる。

観察と聞き取りに
よりニーズを抽出
できるが、表面
的・部分的な点も
ある。

観察と聞き取りに
よるニーズ抽出に
課題を感じるた
め、支援や学習で
精度を高めたい。

ユーザーの潜在ニーズを
抽出する力

多様な情報源を統
合して、言語化さ
れない・無自覚な
ニーズも一貫して
抽出できる。

多様な情報源を統
合して、言語化さ
れない・無自覚な
ニーズも、主要な
ものは安定して抽
出できる。

多様な情報源を統
合して、言語化さ
れない・無自覚な
ニーズも抽出でき
るが、表面的・部
分的な点もある。

言語化されない・
無自覚なニーズの
抽出に課題を感じ
るため、支援や学
習で精度を高めた
い。

生活環境・活動制限の
理解力

生活全体を構造的
に把握し、環境と
活動制限の関係を
明確に説明でき
る。

日常生活における
環境と活動制限の
関係を整理して、
主要な課題を説明
できる。

日常生活における
環境と活動制限の
関係を理解してい
るが、表面的・部
分的な点もある。

生活環境や活動制
限の理解に課題を
感じるため、追加
情報収集や学習で
精度を高めたい。

障害特性（身体・認知・
感覚）の基礎知識

障害特性を理解
し、機器の仕様や
支援方法へ応用で
きる。

基本的な障害特性
を理解し、説明で
きる。

障害に関する用語
や概要は理解して
いる。

障害特性の基礎知
識に課題を感じる
ため、学習で精度
を高めたい。
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った評価傾向の影響を受けやすく、特に自己評価

の高低がそのまま結果に反映される点に限界があ

ることが指摘された。加えて、評価の前提となる

到達目標や評価場面が明確でない場合、適切な評

定が困難であるとの意見が得られた。 
さらに、客観性を補完するためには、講義や実

践機会と評価項目との対応関係の明示、小テスト

等による客観的な理解度評価の併用、評価理由を

記述する備考欄の設置、未受講項目に対応する区

分の追加が必要であることが指摘された。加え

て、受講前の事前評価により学習者の初期状態を

把握し、学習内容の最適化や能動的な参加を促進

できる可能性も示された。 
 
C-2．教材に用いるコンテンツの作成 

インタビューガイドに基づき、2 名の対象者か

ら回答を得た。A 氏は主に行政と連携し、住民が

住み慣れた地域で活用可能な支援機器の開発に携

わった経験を有しており、主として企画・開発フ

ェーズに求められるスキルに関する知見を示し

た。また、B 氏は障害児の生活文脈と社会参加を

重視したインクルーシブデザインの視点に基づ

き、支援機器の開発から導入、販売までを一貫し

て担っており、販売段階に必要なスキルについて

も意見が得られた。 
「ユーザー理解」に関しては、開発の初期段階

から住民や当事者が参画できる体制を整備してい

た点が挙げられた。また、販売を見据えて価格帯

の調査を実施し、個人購入が可能な水準について

検討していた。「工学的知識」については、コー

ディネーター自身が必ずしも高度な工学的知識を

有している必要はなく、必要に応じて知識を補完

したり、専門家と連携したりすることの重要性が

示唆された。「コーディネート力」に関しては、

業種を問わず機器開発への関心を喚起する工夫

や、ユーザーとの継続的な意見交換、適切な人脈

の構築が挙げられた。「リーダーシップ力」で

は、プロジェクトを最後まで遂行する粘り強さや

根気強さ、多職種連携において上下関係にとらわ

れないフラットな関係性の中でプロジェクトを牽

引する重要性が述べられた。さらに、「市場理

解・マーケティングスキル」に関しては、企画段

階から製品のサイズや価格帯に関するニーズを把

握することの重要性に加え、インクルーシブデザ

インの観点から、障害の有無にかかわらず一般製

品として購入可能な仕組みづくりの重要性が指摘

された。 
 以上、2 名へのインタビューについて、動画を

撮影し、e-learning 教材の作成に向けて、必要な

準備を進めた。 
 
Ｄ．考察 

本研究の結果より、支援機器開発コーディネー

ターに求められるスキルは、「ユーザー理解・障

害理解」「工学的知識・技術的挑戦」「コーディ

ネート力」「リーダーシップ力」「福祉機器市場

の理解・マーケティング」といった多面的要素か

ら構成され 5)、開発フェーズに応じてその具体的

内容が変化することが示された。それらのスキル

の内容は網羅的であり、概ね妥当である可能性が

示唆された。改訂版スキルチェックシートについ

ては、学習前後の自己評価指標としての活用可能

性がある一方で、他者評価や客観的指標とのすり

合わせが必要であることが考えられた。 

今回抽出された 5 つのスキルは、個別に高度化

させるべき専門性として捉えるだけでなく、多職

種連携の中で相互に接続しながら発揮される統合

的能力として位置づける必要があると考えられ

る。特に本研究のインタビュー結果より、コーデ

ィネーターが特定領域において突出した専門家で

ある必要はなく、職種間の境界を越えて関係性を

構築し、フラットな立場からプロジェクト全体を

牽引する役割を遂行する重要性が示唆された。 

さらに、ユーザーやステークホルダーのみなら

ず、多様な専門職との継続的な関係構築を通じ

て、必要な場面で必要な人材と繋がること、すな

わち人的ネットワークを基盤としたコーディネー

ト力が中核的スキルとして浮かび上がった。この
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ような役割は、異なる専門領域間の橋渡しを担う

人材の重要性を支持する先行研究とも整合する 6, 

7)。また、ユーザー中心設計の観点からも、初期

段階から当事者を巻き込みながらニーズと技術を

繋ぐプロセスの重要性が再確認された。 

このようなスキルを有する人材を育成するため

には、まず自身のスキルの現状を客観的に把握

し、強みと課題を認識することが不可欠である。

本研究で作成した改訂版スキルチェックシート

は、こうした自己理解を促進し、学習や実践への

動機づけを高めるツールとして有用に機能する可

能性が示唆された。特に、評価指標をスキルの不

足に焦点を当てるのではなく、今後の成長を志向

した表現とした点は、学習者の前向きな認識を支

える点で意義があると考えられる。 

一方で、本研究にはいくつかの課題が残されて

いると考える。第一に、改訂版スキルチェックシ

ートの実際の運用を通じた妥当性や有用性の検証

が十分ではない点である。第二に、自己評価の結

果をどのように具体的な教育プログラムへと接続

し、知識習得や実践経験へと展開していくかにつ

いては、さらなる検討が必要である。今後は、改

訂版チェックシートの運用可能性を実証的に評価

するとともに、e-learning 教材を含む体系的な教育

プログラムと統合し、その教育効果を検証してい

くことが求められる。これにより、支援機器開発

を担うコーディネーター人材の育成に資する実践

的枠組みの構築を目指す必要があると考える。 

 
Ｅ．結論 

本研究では、支援機器コーディネーターに求め

られる 5 つのスキルに基づき下位項目を整理し、

改訂版スキルチェックシートを作成した。さら

に、教育コンテンツ開発に向けたインタビュー調

査を通し、支援機器の開発から普及に至るまでの

多様なスキルの重要性が明らかとなった。これら

の知見から、コーディネーターに必要なスキルを

体系的に習得可能な教育プログラムの開発および

人材育成システムの構築の必要性が示唆された。 
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分 担 研 究 報 告 書 

 
支援機器開発コーディネーター人材育成プログラムの開発 

－コーディネーター人材育成プログラムの開発－ 
 

研究分担者 蜂須賀 知理 東京大学大学院情報学環・講師 
研究分担者 二瓶 美里 東京大学大学院情報理工学系研究科・教授 

 

研究要旨  
障害者の自立支援機器の開発工程においては、医療福祉分野および工学分野に関する基礎的

な知識を有し、異業種連携かつチームアプローチの管理ができるコーディネーター人材が求め

られている。本分担研究では、このようなコーディネーター人材を育成するためのプログラム

開発を目的として、e-learning を基盤とした人材育成プログラムの開発を行う。事業最終年度

の本年度は、これまでの取り組みを通じて抽出してきた人材育成プログラムに求められる要素

を盛り込んだ 2 つの学習コンテンツ（（１）経験者による体験談、（２）生成 AI による対話

型学習）を構築した。学習コンテンツは 2 名の経験談に基づき、コーディネーター人材に求め

られる 5 つのスキル（① ユーザー理解／障害理解、② 工学的知識／技術的挑戦、③ コーデ

ィネート力、④ リーダーシップ力／プロジェクト管理力、⑤ 福祉機器市場マーケティング）

をすべて含む構成とした。さらに、コーディネーター人材育成への活用可能性について 68 名

を対象としたアンケート調査評価を実施し目標（60 名）を達成した。結果より、本年度開発し

たプログラムには人材育成への活用可能性が認められる一方で、サーバーやネットワーク状況

等、実用面において技術的改善の余地があることが浮き彫りになった。今後は、学習コンテン

ツの拡充と併せて、社会実装に耐えうる技術的改善を継続的に実施することで、支援機器利用

者の真の要望を抽出し具現化することのできる支援機器開発に資することを目指す。 

 
Ａ．研究目的 
障害児・者（以下、「障害者」）のための自立支

援機器（以下、「支援機器」）の開発工程において

は、多様な専門知識や経験を有するメンバーで構成

された開発チームの編成が重要である。その理由と

して、個人ごとに異なる障害種別、心身機能特性、

生活環境等から求められるニーズの多様性に適切に

対応する必要性が挙げられる。このような背景にお

いて、支援機器の安全性、市場性などの評価基準を

把握し、必要な人材の適切な選定、チーム編成およ

びチームの円滑な活動を支援するための自立支援機

器開発コーディネーター（以下、「コーディネータ

ー」）人材が必要不可欠である［1］。しかし、現在

支援機器開発の現場において、コーディネーターを

担う人材は少なく、またコーディネーター人材に求

められる知識や経験、スキルなどは明確にされてい

ない。そのため，コーディネーター人材を育成する

方法も確立されておらず、身近にコーディネーター

経験者が存在しない場合には、知識やスキルが継承

されないという課題がある。この課題を解決するた

めに、我々はコーディネーター人材育成プログラム

の構築を進めている。本分担研究のこれまでの調査

を通じて、我々はコーディネーター人材育成プログ

ラムの構成およびコンテンツについて、「動画やア

ニメーションを用いた説明」、「実際の開発担当者

による体験談や説明」、「インタラクティブ性」の

要素が必要であることを見出してきた［2］。 
本分担研究では、これらの要素を含む人材育成プ

ログラムとして、（１）支援機器開発コーディネー

ターの役割経験者による体験談、（２）生成 AI を活

用した学習用動画および対話型学習を基盤とした 2
つの e-learning 学習コンテンツを構築し、その活用

可能性を評価する（目標登録者数 60 名）ことを目的

とする。なお、学習コンテンツはコーディネーター
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人材に求められる 5 つのスキルをすべて含む構成と

する。 
Ｂ．研究方法 
（１）支援機器開発コーディネーターの役割経験者

による体験談を基盤とした学習コンテンツ 
・学習コンテンツ作成方法：コーディネーターの役

割経験者を対象にインタビューを実施し、その様子

を撮影した動画を基に学習教材を作成する。インタ

ビュー項目は、本事業内の「(2) コーディネーター

に求められる能力や知識の明確化」の取り組みにお

ける R6 年度の成果であるコーディネーターに必要

な 5 つのスキル（① ユーザー理解／障害理解、② 工

学的知識／技術的挑戦、③ コーディネート力、④ リ

ーダーシップ力／プロジェクト管理力、⑤ 福祉機器

市場マーケティング）を軸として、支援機器開発プ

ロセスに即した形で細分化する。学習用動画コンテ

ンツは、インタビュー項目ごとに約 2 分間の動画と

して編集する。動画編集にあたっては、専門的スキ

ルを有する業者の協力を得てテロップや効果音、挿

絵を効果的に活用し、学習者の意欲を維持向上する

よう工夫を加える（図 1）。 

 
図 1 動画教材の模式図 

 
なお、インタビュー対象者は機縁法により男女 1

名ずつ計 2 名を選定し、インタビューは本分担研究

者が対面形式で口頭質問を繰り返す方式とする。 
 

・評価方法：Google フォーム上で動画コンテンツを

視聴できる設定とし、評価者が 4 本の動画を順に視

聴して質問に回答する形式とする。なお、4 本の動

画教材のテーマは以下の通りとする。 
(A) ユーザーニーズの把握 

(B) ヒューマン・センタード・デザイン（人間中

心設計）の活用 
(C) ユーザーニーズと技術的制約 
(D) ユーザーからのフィードバック 
評価者は自由意思のもと、参加同意および基本情

報への回答後、動画視聴ごとに「動画教材がスキル

理解の参考になるか」、また「動画の続き（または

他の動画）を見たいと思うか」という 2 点について

5 件法で回答する。さらに、「動画を最後まで見た

か」という質問について、「最後まで見た」、「途

中でやめた」の 2 択で回答を行う。 
 各動画に対する上記質問への回答後、総合的な感

想として「このような動画を活用して、コーディネ

ーター人材について学びたいと思うか」という質問

に 5 件法で回答すると共に、「動画教材に追加で欲

しい機能」を自由記述形式で回答するものとする。 
 
（２）生成 AI を活用した学習用動画と対話型学習

コンテンツ 
・学習コンテンツ作成方法： e-learning システムを

運営する指導者によって抽出された情報源だけに基

づいて、Retrieval-Augmented Generation (RAG)を
活用したオリジナルのe-learning用動画教材の生成

と、同一の情報源を密接に連携させた Large 
Language Model（LLM）による学習サポートを組

み合わせたシステムを基本設計とする。具体的には、

本研究における学習内容の正確な情報源として、支

援機器開発に関する本事業の先年度までの報告書を

採用した。この報告書の記載内容からナレッジベー

スを構築し、この知識を本学習システムの基盤とし

て位置付ける。ナレッジベースを基盤として、まず

は e-learning 用動画教材のために、解説用スクリプ

トを生成する。このスクリプトは動画教材の中で、

説明者であるアバターが読み上げる内容となる。さ

らに、ナレッジベースと解説用スクリプトを参照す

る形でRAGを活用したLLMによる対話型の学習サ

ポートAIを構築する。この独自開発した生成AIは、

学習者からテキスト入力された質問に対して、ナレ

ッジベースならびに解説用スクリプトの知識に基づ
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いて情報を提供したり、確認問題を生成したりする

ことができるものとする。 

 
図 2 生成 AI を活用した学習コンテンツ概観 

・評価方法：Google フォーム上に生成 AI を活用し

た学習コンテンツへのリンクと使用方法を示し、評

価者は自由に学習コンテンツを試用した後に、

Google フォーム上で 5 項目のアンケートに回答す

る形式とする。アンケートの質問項目は以下の通り

とする。 
① AI システムの動画をご覧になりましたか？ 
② AI とテキストでやりとりを実施しました

か？ 
③ この AI システムは基礎知識の習得に役立つ

と思いますか？ 
④ このような AI システムを今後も活用したい

と思いますか？ 
⑤ このような AI を活用した学習システムに、

あると良いと思う機能を教えてください。

できるか否かに関係なく、ご自由な発想で

ご記入ください。 
各質問項目への回答形式は、① 3 択［最後まで見

た／途中でやめた／全く見ていない］、② 2 択

［実施した／実施しなかった］、③ 5 件法（1：全

く役に立つと思わない～5：非常に役に立つと思

う）、④ 5 件法（1：全く活用したいと思わない～

5：非常に活用したいと思う）、⑤ 自由記述、と

する。 
 
・ユースケース実証：生成 AI を活用した学習の実

践的活用事例として、ワークショップと組み合わせ

た教育プログラムを設定し、活用可能性について確

認を行う。生成 AI を活用した本学習システムを、

グループワーク実施前の自主学習における基礎知識

習得と位置づけ、実際に学習をしてもらった際の感

想を自由記述にて回答してもらう。参加者として

は、支援機器開発コーディネーター人材育成の対象

者に含まれる、医療福祉従事者とする。学習内容

は、モニター評価に関するガイドブック［3］をナ

レッジベースとして構築した内容とする。なお、自

主学習の時間は 30 分間とし、グループ討議前に実

施する。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究の評価（アンケート調査）は東京大学倫理

審査専門委員会の承認を得て実施した（承認番号：

21-252、E2025ALS111）。 
 

Ｃ．研究結果 
（１）支援機器開発コーディネーターの役割経験者

による体験談を基盤とした学習コンテンツ 
体験談動画に対するアンケートの有効回答数は27

件であり、回答者の職種は、理学療法士（81.5％）、

作業療法士（14.8％）、メーカー（3.7％）であった。

また、回答者の性別は男性（88.9％）、女性（11.1％）、

支援機器開発経験については、ない（70.4％）、あ

る（29.6％）のように偏りが見られた。 
動画の視聴状況については4本の動画のいずれも、

最後まで見た（92.6％）、途中でやめた（7.4％）と

いう結果であった。動画教材がスキル理解の参考に

なるかという質問については、全 4 本の動画に対す

る回答の平均値が、5 件法（1：全く参考にならなか

った～5：非常に参考になった）において 3.7 点であ

り、また動画ごとに大きな差は見られなかった（図

2）。動画の続きに対する視聴希望については、全動

画に対する回答の平均値が、5 件法（1：全く見たい

と思わない～5：非常に見たいと思う）において 3.7
点であった。 

さらに、今回のような動画教材を用いた学習の継

続希望に対する回答は、5 件法（1：全く思わない～
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5：非常に思う）において 3.6 点であり、やや肯定的

な意見が得られた。動画教材に追加で欲しい機能に

関して、機能の追加は不要だと回答した対象者が

12％と最も多かった。一方、追加機能として最も多

かった回答は「実際の支援機器に関する情報（4％）」

であり、次いで「インタラクティブ性（2％）」が多

かった。また、「要約」、「文字起こし」、「学習

進捗の管理」など、e-learning に見られる機能を希

望する回答も見られた。 

 
図 3 体験談動画に対する主観評価結果 

 
（２）生成 AI を活用した学習用動画と対話型学習

コンテンツ 
生成 AI を活用した学習コンテンツに対するアン

ケートの有効回答数は 31 件であり、回答者の職種

は、理学療法士が 77.4％、作業療法士が 19.4％、メ

ーカーが 3.2％であった。性別内訳は、男性 83.9％、

女性 16.1％であった。また、支援機器開発経験の有

無については、参加した経験のある人は 29.0％、な

い人は 71.0％であり、多くの人が支援機器開発には

携わったことがなかった。 
学習用動画の視聴については、最後まで見たと回

答した人は全体の 83.9％、途中で視聴をやめた人は

9.7％、全く視聴しなかったと回答した人は 6.5％で

あった。次に、AI とテキストでやり取りを実施した

かという質問に対しては、実施したと回答した人は

全体の 67.6％、やり取りをしなかったと回答した人

は 32.3％であった。しかし、実際に生成 AI とのテ

キストでの対話のログを確認したところ、1 回以上

テキストでの入力を実施した人の割合は 58.1％、実

施しなかった人は 41.9％であった。このことから、

生成 AI との対話に対して学習者ごとに認識の差が

ある可能性が示唆された。しかし、今回の試用実験

において半数以上の人が生成 AI との対話を実施し

ていたことが分かった。 
続いて、今回試用したAIシステムが基礎知識の習

得に役立つと思うかという質問に対して、5 段階の

リッカート尺度（1：全く役に立つと思わない～5：
非常に役に立つと思う）で回答を求めた結果、全参

加者の回答の平均値は 4.1 点であった。また、この

ようなAIシステムを今後も活用したいと思うかとい

う質問については、5 段階のリッカート尺度（1：全

く活用したいと思わない～5：非常に活用したいと思

う）において全員の平均値は 4.0 点であった。この

結果から、今回構築した学習システムが、基礎知識

の学習において適用可能性が期待できることが示唆

された。 
さらに、AI を活用した学習システムにあると良い

と思う機能を尋ねた質問への自由記述の回答（有効

回答数 27 件）については表 1 に示す 9 項目に分類

された。その中でも、個人適応型のフィードバック

（理解度、個別相談）が 22.2％と最も多く、次いで

教材内容の充実化（具体例、VR、復習テキスト）が

18.5％と多く回答された。これらに続く項目として

11.1％ずつの回答があった 3 つの項目は、学習時の

情報取得やモチベーション維持、理解度の向上に寄

与する機能であった。これらの結果から、生成 AI に
よる学習者特性の理解と学習者特性に応じた対応に

期待が高いことに加え、学習者自身に主導権を持た

せた調節機能の拡充が期待されていることが明らか

になった。 
 
表 1 AI を活用した学習システムのニーズ項目 

ニーズ項目 割合 

個人適応型のフィードバック 
（理解度、個別相談） 22.2% 

教材内容の充実化 
（具体例、VR、復習テキスト） 18.5% 

操作性・視認性の改善（色、字幕） 11.1% 
個人特性・嗜好性に応じた調整機能 11.1% 
確認テスト 11.1% 
AI の使い方の説明 7.4% 
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質問をしやすくする工夫 
（支援、質問事例） 7.4% 

AI の知識の拡張 7.4% 
診断やリハビリ提案に関する質問対応 3.7% 

 
 生成 AI と参加者の対話において、参加者がテキス

ト入力した回数は平均 1.7 回であった。また、参加

者によるテキスト入力内容のカテゴリーとしては、

表 2 に示すように、学習内容に関する質問、感想、

要点まとめの依頼、要点の確認、学習内容以外の質

問、確認問題出題の依頼、操作方法に関する質問、

UI に関するコメントの 8 項目に分けられた。各参加

者がどのようなカテゴリーの発話（テキスト入力）

をしていたか、カテゴリーの種類別に人数割合を算

出した結果、学習内容に関する質問をした参加者が

44.4％（8 人）、感想を入力した参加者が 38.9％（7
人）という結果が得られた。なお、同一の参加者が

同一カテゴリーの入力を複数回実施した場合もあっ

たが、その場合にも今回は当該カテゴリーの入力と

して 1 人としてカウントした。この結果から、今回

テキスト入力をした参加者においては、学習内容に

関する質問が多くなされていたことが分かる。 
 

表 2 生成 AI との対話内容分類 
内容 人数割合 

学習内容に関する質問 44.4% 
感想 38.9% 
要点まとめの依頼 11.1% 
要点の確認 11.1% 
学習内容以外の質問 11.1% 
確認問題出題の依頼 5.6% 
操作に関する質問 5.6% 
UI に関するコメント 5.6% 

 

 ワークショップと組み合わせて、生成 AI を活用し

た学習システムを活用した際の参加者 8 名の評価と

しては、以下のような内容が抽出された。 
 確認問題の生成がうまくなされなかった 
 確認問題の回答が同じ選択肢であることが多い 

 復習用動画の提示はとても良いが、うまく再生

できなかった 
 おさらいテストが欲しい 
 学習範囲外の質問に対する応答が寂しい 
 質問の仕方の例があると良い 
 サーバーが重い（読み込みに時間がかかる） 
 利用デバイスの機種によって、AI からの回答が

うまく表示されないことがあった 
 

 

 

Ｄ．考察 
e-learning システムに求められる要素のうち、「動

画やアニメーションを用いた説明」と「実際の開発

担当者による体験談や説明」に対応する学習コンテ

ンツとして構築した「（１）支援機器開発コーディ

ネーターの役割経験者による体験談を基盤とした学

習コンテンツ」についてのアンケート調査の結果か

ら、学習効果ならびに学習継続意欲について肯定的

な回答が得られた。このことから、コーディネータ

ー経験者自身の実際の経験談の動画を通じて、コー

ディネーターに求められる資質やスキルについて学

習する方法が有効であることが示唆された。さらに、

体験談としての内容だけでなく、基礎的な知識とし

て実際の支援機器に関する情報へのニーズや、学習

コンテンツとしてインタラクティブ性や内容の要約、

文字起こし、学習進捗の管理といった追加機能への

期待があることも明らかになった。この中でも、イ

ンタラクティブ性や学習進捗の管理については、昨

年度までの研究において抽出した要素と合致するこ

とも改めて確認することができた。 
次に、e-learning システムに求められる要素のう

ち、 
「インタラクティブ性」、「要約」、「文字起こ

し」を実現する学習コンテンツとして構築した「（２）

生成 AI を活用した学習用動画と対話型学習コンテ

ンツ」についての試用後のアンケート調査結果から

は、基礎知識の習得および学習継続意欲について肯

定的な回答が確認された。さらに、学習者個人に合
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わせた学習システムからのフィードバックや学習内

容の拡充への期待が高いことが確認された。この裏

付けとして、今回の学習システム試用においてアン

ケート回答者が、生成 AI に学習内容に関する質問や

学習用動画の要約の依頼をしていたことからも今後

学習システムに求められる要素が明確になった。 
最後に、ユースケース実証を通じて得られた評価

としては、生成 AI の応答や機能設定に関する要望に

加え、サーバーの応答や利用デバイスの機種との互

換性に関する技術的課題の指摘も得られた。今回の

設定のように、ワークショップ内でグループワーク

前の基礎知識習得や参加者同士の意識合わせとして

の活用可能性は認められるものの、実用性という観

点では技術的改善点が浮き彫りとなった。この点に

ついては、今後ユーザビリティの視点での改善と確

認を繰り返すことで、実用に耐えうるシステムを構

築していく。 
 
Ｅ．結論 

本研究では、包括的な教育の機会の提供が困難な

支援機器開発コーディネーターについて効果的に人

材育成を行うこと目指して、e-learning システムの

プロトタイプを構築し、アンケート調査結果を得る

ことで活用可能性の評価を行った。学習コンテンツ

としては、本事業の前年度（R6 年度）までの取り組

みにおいて抽出した、コーディネーター人材育成プ

ログラムに必要な要素である「動画やアニメーショ

ンを用いた説明」、「実際の開発担当者による体験

談や説明」、「インタラクティブ性」を含む形式と

して、2 つの e-learning システムを設計した。具体

的には、（１）支援機器開発コーディネーターの役

割経験者による体験談、（２）生成 AI を活用した学

習用動画および対話型学習の2つである。特に、（１）

支援機器開発コーディネーターの役割経験者による

体験談については、2 名の経験談に基づき、コーデ

ィネーター人材に求められる 5 つのスキル（① ユー

ザー理解／障害理解、② 工学的知識／技術的挑戦、

③ コーディネート力、④ リーダーシップ力／プロ

ジェクト管理力、⑤ 福祉機器市場マーケティング）

をすべて含む構成とした。また、（２）生成 AI を活

用した学習用動画および対話型学習については、今

回作成した学習コンテンツにと留まらず、素材とな

る知識（知見となるテキストデータ等）を変更する

ことで、新たなコンテンツを作成することができる

汎用性の高い構成とした。これらの e-learning シス

テムについて、コーディネーター人材育成への活用

可能性を主眼としたアンケート評価を、68 名を対象

として実施し目標（60 名）を達成した。 
アンケート調査による評価の結果、体験談の動画

コンテンツについては、人材育成プログラムとして

活用可能性が確認された一方、「実際の支援機器に

関する情報」、「インタラクティブ性」、「要約」、

「文字起こし」、「学習進捗の管理」といった内容

および機能への要望が抽出された。このような具体

的な要望は、実際に学習コンテンツを試用したこと

によって浮き彫りになったと考えられる。 
本年度は、アンケート調査に用いた 4 本の動画を

含む 15 本の動画コンテンツと、18 本の動画コンテ

ンツによって構成される合計 2 名のコーディネータ

ーの役割経験時の体験談を教材として作成した。今

後は、今回得られた要望を盛り込む形で、学習コン

テンツをさらに活用しやすい形に改善していく。 
次に、生成 AI を活用したシステムについては、ア

ンケート調査とユースケース実証を通じて、人材育

成プログラムとしての活用可能性は確認されたが、

サーバーやネットワーク状況、各種デバイスでの活

用を想定した技術的改善点が抽出された。今後はこ

れらの他、情報セキュリティの観点での技術的対応

策についても検討を深めていく必要があると考えら

れる。一方で、支援機器開発コーディネーターの人

材育成において課題であった、専門知識や学習内容

が他分野にまたがる実学的な要素が高いため、教材

作成が困難である点については、今回開発した RAG
機能を追加した生成AIシステムによって、任意の資

料から生成した動画教材と連動した対話型 AI シス

テムの構築を可能とすることで解決策を講じた。 
 事業最終年度の今年度は、コーディネーター人材

育成プログラムのβ版公開し、医療従事者による評
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価（目標 60 名）を得るという目標について、独自の

サーバー上でプログラムを稼働させ、68 名の評価を

得る形で目標を達成した。この取り組みを通じて社

会実装の目途を立てることができたため、今後は実

用レベルに耐えうるコーディネーター人材育成プロ

グラムの完成を目指す。 
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                      所属研究機関長 職 名 名古屋大学大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名    勝野 雅央     
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  障害者自立支援機器開発コーディネーター育成プログラムの開発に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）  名古屋大学大学院医学系研究科 助教                                

    （氏名・フリガナ）  西浦 裕子 （ニシウラ ユウコ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年３月２６日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                              

                              機関名  国立大学法人東京大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 

                                                                                          

                              氏 名  藤井 輝夫         
 

   次の職員の令和７年度 厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名  障害者自立支援機器開発コーディネーター育成プログラムの開発に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院情報学環・講師                       

    （氏名・フリガナ） 蜂須賀 知理（ハチスカ サトリ）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等

の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 

（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


